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は じ め に 

 

本市は、これまで、障害の有無にかかわらず、誰もが社会の

一員として、お互いを理解、尊重し合い、共に手を取り、支え

合って暮らすことができる「共生社会の実現」を目指して各種

施策を推進し、障害福祉の充実に努めてまいりました。 

こうした一方、近年、障害のある方や介護者の高齢化、障害

の重度化などを背景に、障害福祉サービスのニーズが多様化し

ており、障害のある方が住み慣れた地域で安心して暮らし続けるためには、社会

参加の場の確保や、きめ細やかなサービスを提供する体制の充実・強化など、一

人ひとりの状況に応じた支援が求められております。 

こうした状況を踏まえ、この度、本市の障害者施策推進の基本的な方向性や目

標を定める「元気ひたち障害者プラン」と、障害福祉サービスの提供や相談支援

事業、地域生活支援事業に関する基本的な方針等を示した「日立市障害福祉計画」

及び「日立市障害児福祉計画」の３つの計画を一体化し、総合的な計画として、

新たに「新元気ひたち障害者プラン」を策定いたしました。 

本計画では、更なる障害福祉の充実と取組の推進を目指し、これまで基本理念

として掲げてまいりました「共に生きる社会の実現」を継承するとともに、「障害

者理解の啓発」、「就労支援体制の充実」、「社会参加の促進」、「障害福祉サービス

の充実」、「地域生活支援の充実」を重点施策として位置付け、障害者施策の総合

的な推進を図ってまいります。 

本計画の推進には、市民の皆様はもとより、障害者福祉団体や障害福祉サービ

ス事業者、さらには教育や医療等の分野における関係機関の皆様との連携した取

組が必要不可欠でありますので、皆様には、より一層の御理解と御協力を賜りま

すようお願い申し上げます。 

結びに、本計画の策定に当たり、アンケート調査などを通して貴重な御意見を

いただきました市民の皆様をはじめ、熱心に御審議いただきました日立市障害者

自立支援協議会委員の皆様や関係者の皆様に対し、心から感謝を申し上げます。 

 

  令和３年３月 

 

日立市長   
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第１章 計画の策定に当たって 
１ 計画策定の趣旨 

本市は、平成 26 年３月に第４次計画となる「元気ひたち障害者プラン（日立市障害者

施策長期行動計画）」を策定し、障害の有無にかかわらず、誰もが社会の一員としてお互い

を理解、尊重し、共に手を取り合い、支え合って暮らすことができる「共に生きる社会の

実現」を目指して障害福祉施策を推進してきました。 

また、平成３０年３月には、「第５期日立市障害福祉計画」及び「第１期日立市障害児福

祉計画」を策定し、障害福祉サービスの提供体制の確保や相談支援を始め、地域生活支援

に係る施策を推進してきました。 

近年の社会環境の変化や国の制度改正、本市の障害者を取り巻く環境の変化、アンケー

ト調査結果等に基づく障害者や障害児のニーズや実態などを踏まえ、市の障害者施策推進

の基本的方向性や目標を定める障害者計画及び障害福祉サービスの提供、相談支援事業及

び地域生活支援事業に関する基本的な方針、各サービスの見込量とその提供に必要な体制

の確保策を明らかにする障害福祉計画・障害児福祉計画の３つの計画を一体化し、総合的

な計画として「新元気ひたち障害者プラン」を策定するものです。 

 

 

２ 計画の期間 
本計画の期間は、令和３年度から令和８年度までの６年間とします。 

ただし、「日立市障害福祉計画」及び「日立市障害児福祉計画」の期間は、令和３年度か

ら令和５年度までの３年間とします。 

また、今後の制度改正の動向や社会情勢の変化等により、必要に応じて見直しを行いま

す。 

図：計画の期間 

 

  

 新元気ひたち障害者プラン

年度 平成29 30 令和元 2 3 4 5 6 7 8
計画 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026

 第４期
【平成
 27年度～】

－日立市障害児福祉計画 第１期 第２期 第３期

日立市障害者計画 第４次　【平成26年度～】 第５次(中間年に見直し)

日立市障害福祉計画 第５期 第６期 第７期
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３ 計画の位置付け 
「日立市障害者計画」は、障害者基本法第 11 条第３項に基づく「市町村障害者計画」

として、障害者施策全般に関する基本的方向を定める計画です。 

「日立市障害福祉計画」は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律（以下「障害者総合支援法」という。）第88条第１項に基づく「市町村障害福祉計画」

として、障害福祉サービス等の見込量及びその提供体制を確保するための方策等を定める

計画です。 

「日立市障害児福祉計画」は、児童福祉法第 33 条の 20 に基づく「市町村障害児福祉

計画」として、障害児支援の見込量及びその提供体制を確保するための方策等を定める計

画です。 

本市では、それぞれの計画の調和が保たれるよう「新元気ひたち障害者プラン」として

一体的に策定します。 

また、茨城県の「第２期新いばらき障害者プラン」や国の「障害者基本計画（第４次）」

の内容と整合させながら、市政運営の指針となる上位計画「日立市総合計画」を始め、地

域福祉の総合的な取組指針である「日立市地域福祉推進計画」など、関連する他の計画と

の整合にも配慮するものです。 

 

図：本計画の位置付け 
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４ 計画の推進体制 
計画の推進に当たっては、障害のある方とその家族、障害者団体、民間事業者、地域社

会等の各主体が、連携・協議の下、障害の有無にかかわらず誰もが安心して地域生活がで

きるような支援体制を進め、社会全体で障害のある方を支え、自立と社会参加等を支援し

ていきます。 

また、国の障害者制度の改正動向や障害のある方を取り巻く社会状況等に対応するとと

もに、「日立市障害者自立支援協議会」において、様々な課題に対応しつつ、計画の達成状

況を点検・評価し、必要に応じて計画を見直し、次期計画へ反映させていきます。 

(1) 各主体の役割  

地域共生を目指した障害者施策を円滑に推進するには、障害のある方とその家族、障

害者団体、民間事業者、地域社会、市民、行政等で、相互の連携・協議が重要です。

各主体がつながり、支え合いながら、社会全体の取組として共通意識を持った各種施

策を進めます。 

ア 市の役割 
   本市が設置する「日立市障害者自立支援協議会」を中心に、国や県、関係機関が連携

し、支援のネットワークを構築することにより、障害のある方が安心して地域で生活で

きる仕組みづくりを進めます。 

イ 障害のある方とその家族の役割 
   日常的な外出等にとどまらず、地域を構成する一員として、自らの意思を明確にして

積極的に地域行事や文化活動などへ参加するとともに、地域の方々から理解と共感を得

られるような行動などにより、各主体とのつながりを持つことが必要です。 

ウ 障害者団体 
   障害のある方の立場を基軸として、その意思を尊重・集約し、地域社会や関係団体等

と連携することで、障害のある方が地域社会の中で自立した生活ができるよう努めるこ

とが必要です。 

エ 民間事業者の役割 
   障害福祉サービス事業者は、障害のある方の人格や個性、意思を尊重して事業に取り

組むことが必要です。企業においては、障害のある方の雇用の拡大を図るとともに、地

域社会を構成する一員として、障害のある方の就労環境づくりに努めることが必要です。 

オ 地域社会の役割 
   市民、コミュニティ、団体、学校、企業等、様々な主体で構成されている地域社会で

は、昨今の災害や感染症拡大により、人と人との絆が重要であることが再認識されてい

ます。障害の有無にかかわらず、安心して地域で生活できる環境づくりに努めることが

必要となっています。 
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カ 市民の役割 
   様々な主体や社会を構成するのは、市民一人一人です。障害のある方やその家族を社

会から孤立させることのないよう、市民が、障害に関する正しい知識を持って、相互に

人格と個性を尊重し合い、支え合うことが必要です。 

(2) 推進体制  

本市は、「地域における障害者福祉の推進に関わる方々の連携及び支援に関する協議

を行う場」として、日立市障害者自立支援協議会を設置し、障害者等及びその家族、

福祉団体に加え、障害者等の福祉、医療、教育、雇用等に関連する関係者（関係機関

等）との連携を密にし、地域の実情に応じた体制の充実を図っています。 

計画の推進に当たっては、実績を把握し、障害者施策及び関連施策の進捗状況など

も踏まえながら、分析・評価を行い、Ｐｌａｎ（計画の策定・見直し）、Ｄｏ（施策の

実施・運用）、Ｃｈｅｃｋ（施策の評価）、Ａｃｔｉｏｎ（検討・改善）によるＰＤＣ

Ａサイクル手法による進行管理を行います。 

 

図：日立市障害者自立支援協議会の役割 

 

事務局 障害福祉課

（日立市障害者基幹相談支援センター）

自立支援協議会全体の運営スケジュール

等の作成・管理、協議事項の調整

全 体 会

・年２～３回開催

・各関係団体・機関の代表者、障害当事者等により構成

・幹事会や専門部会等において協議された地域課題や施策

提案等について協議し、必要に応じて行政等に提案

専 門 部 会

・随時開催

・地域生活部会、就労支援部会、相談支援部会、

計画部会、子ども部会、自殺対策計画部会の

６部会を設置（必要に応じて追加）

・全体会、その他の関係機関の担当者、行政等により

構成

・全体会、幹事会等から与えられた議題等の専門的な

調査研究

幹 事 会

・定期開催

・各専門部会の部会長・副部会長により構成

・相談支援事業所からの報告に対する協議、担当者

レベルの連絡 調整、情報交換、個別支援会議等

から挙げられた課題等の協議

日立市障害者自立支援協議会

個別支援会議

・随時開催

・相談支援専門員、サービス事業者、障害当事者等をメンバーとして開催

・個人の課題解決に向けた個別支援計画、支援体制の役割分担を調整、

地域課題の確認等

課題提言・困難

事例の相談等

スーパービジョン

（指導・助言等）
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第２章 障害者の現状と課題 
１ 現状 

(1) 障害者数の推移  

本市の人口は、平成 17 年以降、減少傾向となっていますが、障害者手帳所持者等

の合計数は微増傾向にあります。 

令和２年では、身体障害者手帳は 5,592 人、療育手帳は 1,614 人、精神障害者保

健福祉手帳は 1,246 人が所持しており、また、自立支援医療（精神通院）受給者は

2,624 人、難病患者福祉手当受給者は 71６人となっています。 

 

図表：日立市の人口と障害者数の推移 

 

 

資料：障害福祉課（各年度４月１日現在）  

5,651 5,605 5,560 5,599 5,585 5,592 

1,408 1,450 1,497 1,534 1,568 1,614 

870 1,044 1,075 1,136 1,152 1,246 

2,356 2,468 2,519 2,613 2,512 2,624 
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14,000

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

難病患者福祉手当

自立支援医療（精神通院）

精神障害者保健福祉手帳

療育手帳

身体障害者手帳

（人）

（単位：人）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

183,760 183,637 181,412 179,207 177,088 174,639 人口に対する

構成比

5,651 5,605 5,560 5,599 5,585 5,592 3.20%

1,408 1,450 1,497 1,534 1,568 1,614 0.92%

870 1,044 1,075 1,136 1,152 1,246 0.71%

2,356 2,468 2,519 2,613 2,512 2,624 1.50%

782 782 777 772 683 716 0.41%

11,067 11,349 11,428 11,654 11,500 11,792

6.02% 6.18% 6.30% 6.50% 6.49% 6.75%

令和２年度
2020年度

日立市人口に対する構成比

(重複あり)

日立市人口

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳

計

自立支援医療（精神通院）

難病患者福祉手当
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(2) 障害別状況  令和２年４月１日現在 

ア 身体障害者手帳 
身体障害者手帳所持者のうち、１級・２級の重度の方が全体の半数以上を占めてい

ます。 

   

 

イ 療育手帳 
   知的障害児は全体的には軽度の判定が多いですが、年齢を重ねると重度の判定が 

増加する傾向があります。 

  

 

ウ 精神障害者保健福祉手帳 
   ２級・３級の方が９割を占めています。 

 
 

 

  

（単位：人）

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 計

133 113 17 23 29 19 334

5 129 52 69 1 161 417

2 8 36 17 63

617 588 436 708 234 99 2,682

1,334 16 235 511 2,096

2,091 854 776 1,328 264 279 5,592

視覚障害

計

内部障害

肢体不自由

音声・言語障害・そしゃく機能障害

聴覚障害・平衡感覚障害

（単位：人）

Ⓐ Ａ Ｂ Ｃ 計

18歳未満 31 50 75 151 307

18歳以上 303 333 364 307 1,307

計 334 383 439 458 1,614

（単位：人）

１級 ２級 ３級 計

128 601 517 1,246精神障害者保健福祉手帳所持者
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(3) アンケート調査結果（概要） 

ア 障害当事者 
(ｱ)  調査期間及び調査方法 

    令和２年８月 21 日（金）から９月８日（火）まで、身体障害者手帳所持者、療

育手帳所持者、精神障害者保健福祉手帳所持者、自立支援医療（精神通院）受給者

及び難病患者福祉手当受給者のうち 2,000 人を対象に、無記名によるアンケート調

査を実施しました。 

 (ｲ)  アンケート回収結果     

配布数 回収数 回収率 

2,000 人 1,042 人 52.1％ 

＜年齢別＞ 

 

 

 

(ｳ)  主な回答 

＜地域で生活するために必要な支援＞（複数回答） 

「経済的な負担の軽減」の割合が 36.1％と最も多く、次いで「高齢化する介護者へ

の支援」の割合が 27.5％、「必要な在宅サービスが適切に利用できること」の割合が

25.5％、「障害者に適した住居の確保」の割合が 21.0％、「相談対応等の充実」の割合

が 20.4％の順となっています。 

  

4.8 5.9 8.5 13.1 15.3 14.1 19.8 16.3 2.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=1042)

10代 20代 30代 40代 50代 60代 70代 80代以上 無回答

年代
10代
以下

20代 30代 40代 50代 60代 70代
80代
以上

無回答 計

人数 50人 61人 89人 137人 159人 147人 206人 170人 23人 1,042人

36.1

27.5

25.5

21.0

20.4

18.1

12.4

10.6

4.5

40.3

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

経済的な負担の軽減

高齢化する介護者への支援

必要な在宅サービスが適切に利用できること

障害者に適した住居の確保

相談対応等の充実

在宅で医療的ケアなどが適切に得られること

地域住民の見守りなど

生活訓練等の充実

その他

無回答全体(n=1042)
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＜外出の目的＞（複数回答） 

「買い物に行く」の割合が 73.5％と最も高く、次いで「医療機関への受診」の割合

が 64.6％となっています。 

また、「通勤」「通所」「通学」の割合の合計は 37.7％となっており、「趣味やスポー

ツをする」という余暇活動目的の外出の割合は、18.4％となっています。 

 

 

＜外出時に困ること＞（複数回答） 

「公共交通機関が少ない（ない）」の割合が 21.1％と最も高く、次いで「困った時に

どうすればいいのか心配」の割合が 19.3％、「外出にお金がかかる」の割合が 16.9％、

「道路や駅に階段や段差が多い」の割合が 16.2％となっています。 

 

 

  

73.5

64.6

21.6

18.4

17.6

11.5

9.3

4.6

9.0

1.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

買い物に行く

医療機関への受診

通勤

趣味やスポーツをする

友人・知人に会う

通所

訓練やリハビリに行く

通学

その他

無回答全体(n=945)

21.1

19.3

16.9

16.2

15.2

12.5

12.1

11.3

7.6

3.9

11.1

25.4

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

公共交通機関が少ない（ない）

困った時にどうすればいいのか心配

外出にお金がかかる

道路や駅に階段や段差が多い

発作など突然の身体の変化が心配

電車やバスの乗り降りが困難

外出先の建物の設備が不便（道路、トイレ、エレベーターなど）

周囲の目が気になる

電車やバスの利用方法がわかりにくい

介助者が確保できない

その他

無回答全体(n=945)
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＜今後、収入を得る仕事の希望＞ ※18 歳以上の就業していない人のみ 
「仕事をしたい」が 18.0％、「仕事をしたくてもできない」が 39.6％となっており、

全体の 57.6％が収入を得る仕事を希望しています。 

 

 

 

 

＜就労を継続するために必要なこと＞（複数回答） 

「職場の上司や同僚に障害の理解があること」が 56.0％と最も高く、次いで「通勤手段

の確保」が 37.2％、「短時間勤務や勤務日数等の配慮」が 37.0％、「職場で介助や援助

等が受けられること」が 27.5％、「勤務場所におけるバリアフリーなどの配慮」が 26.8％

と続きます。 

 

 
 

  

18.0 39.6 27.3 15.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=695)

仕事をしたい 仕事をしたくてもできない 仕事をしたくない 無回答

56.0

37.2

37.0

27.5

26.8

24.8

24.0

22.7

13.6

5.4

24.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

職場の上司や同僚に障害の理解があること

通勤手段の確保

短時間勤務や勤務日数等の配慮

職場で介助や援助が受けられること

勤務場所におけるバリアフリーなどの配慮

仕事についての職場外での相談対応、支援

就労後のフォローなど働く場と支援機関の連携

在宅勤務の拡充

企業ニーズに合った就労訓練

その他

無回答全体(n=1042)
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＜差別や嫌な思いの経験＞ 

「ある」と「少しある」の割合の合計が 35.6％、「ない」の割合が 56.1％となって

います。 

前回調査（平成 29 年 7 月）では「ある」と「少しある」の割合の合計が 54.0％

となっていました。 

 

 
 

 

 

【参考】平成 29 年 7 月調査時 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜障害者差別のない共生社会を実現するために必要なこと＞（複数回答） 

「障害や障害特性に関する理解の促進」が 55.2％と最も高く、次いで「障害がない

方との交流」が 28.0％、「行政機関などによる周知や啓発」が 27.9％、「積極的に社会

参加できる機会」が 27.6％の順となっています。 

 

 

15.0 20.6 56.1 8.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=1042)

ある 少しある ない 無回答

55.2

28.0 27.9 27.6

4.3

22.7

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

障害や障害特性に

関する理解の促進

障害がない方

との交流

行政機関などに

よる周知や啓発

積極的に社会

参加できる機会

その他 無回答

全体(n=1042)

27.0 27.0 38.8 7.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ある 少しある ない 無回答
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＜災害時の自力での避難＞  

 「できる」が全体では 48.0％と半数近くとなっていますが、障害別でみると、知的

障害では、「できる」が 21.1％にとどまっており、反対に「できない」が 52.4％と半

数を超えています。 

 

 

＜災害時に困ること＞（複数回答） 

「投薬や治療が受けられない」が 51.5％と最も高く、次いで「避難所の生活環境（衣食住

など）の心配がある」が 47.9％、「避難所の設備（トイレなど）に不安がある」が 37.4％、

「安全なところまで、迅速に避難することができない」が 29.9％、「周囲とのコミュニケー

ションがとれない」が 17.3％となっています。 

 
  

48.0

38.7

21.1

59.7

64.8

28.1

35.7

52.4

14.8

18.3

15.1

15.0

12.9

18.8

11.3

8.8

10.6

13.6

6.7

5.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=1042)

身体障害(n=602)

知的障害(n=147)

精神障害(n=330)

難病(n=142)

できる できない わからない 無回答

51.5

47.9

37.4

29.9

17.3

13.2

12.4

10.9

9.6

4.9

8.5

12.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

投薬や治療が受けられない

避難所の生活環境（衣食住など）の心配がある

避難所の設備（トイレなど）に不安がある

安全なところまで、迅速に避難することができない

周囲とのコミュニケーションがとれない

被害状況や避難指示、避難場所等の情報が入手できない

救助を求めることができない

補装具や日常生活用具の入手ができなくなる

補装具の使用が困難になる

その他

特にない

無回答全体(n=1042)
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イ 障害福祉団体等アンケート 
令和２年９月４日（金）から９月２３日（水）まで、障害福祉団体等のニーズを把握

し、計画策定のための基礎資料とするため、アンケート調査を実施しました。 

 

障害福祉団体等 

①日立市視覚障害者協会 

②日立市肢体不自由児者父母の会 

③日立市手をつなぐ親の会 

④日立市聴覚障害者協会 

⑤日立重症心身障害児（者）を守る会 

⑥ハートねっと日立市民の会 

⑦日本オストミー協会茨城県支部 

⑧茨城県難病団体連絡協議会 

 

 主な意見  

〈事業所・施設に関すること〉 

・重症児（者）が入所（短期を含む。）できる施設を整備してほしい。 

・市全域におけるグループホームの充実 

・同行援護の事業所が少なく、急な依頼ができない。 

・放課後等デイサービス等の質の向上 

・公設の作業所でも民間のように送迎サービス及び昼食をお願いしたい。 

・高齢になった障害者が、作業所の中でも介護を受けられる体制をお願いしたい。 

〈サービス・支援等に関すること〉 

・親亡き後の福祉制度、サービスの充実 

・病院通院以外でタクシーの助成を利用したい。 

・障害福祉施策による、諸支援サービスの現状維持をお願いしたい。 

・障害当事者の家族に対して支援する仕組みがあるといい。 

・災害時に福祉避難所へ直接避難させてほしい。 

・社会福祉協議会の成年後見サポートセンターに期待している。 

〈教育に関すること〉 

・就学時及び高等部卒業時の教育と福祉の連携の強化 

・小学校などの授業の中に、障害者への差別解消について学習する機会を組み込んで 

ほしい。 
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ウ 障害福祉サービス事業者アンケート 
令和２年９月４日（金）から９月１８日（金）まで、市内の障害福祉サービス事業所

の実態及びニーズを把握し、計画策定のための基礎資料とするため、日立市内におい

て障害福祉サービス事業所を運営する法人（４６法人）に、アンケート調査を実施し

ました。 

 

 主な意見  

項 目 主な回答 

障害者の受入体制 

＜余裕がある＞ 

就労移行支援 

【かなり余裕がある 85.7％、余裕がある 14.3％】 

就労継続支援（Ａ型）【余裕がある 100％】 

就労継続支援（Ｂ型） 

【かなり余裕がある 33.3％、余裕がある 42.9％】 

短期入所【余裕がある 100％】 

児童発達支援【余裕がある 100％】 

放課後等デイサービス 

【かなり余裕がある 16.7％、余裕がある 83.3％】 

＜新規受入れは難しい＞ 

居宅介護 71.4％、重度訪問介護 100％ 

同行援護 100％、生活介護 62.5％、相談支援 83.3％ 

不足していると 

感じるサービス 
相談支援【11.0％の事業所が回答】 

今後、新たに実施を 

検討しているサービス 
生活介護【６事業所】、相談支援【５事業所】 

運営上の課題 職員の確保【15.3％】、職員の待遇改善【12.2％】 

利用者からの要望等 

外に出る機会を作ってほしい 

グループホームの空きがなく、将来が不安である 

親が高齢なので、送迎サービスを実施して欲しい 

災害時に困ること 

避難所の受入れの可否及び一般の方々の理解 

移動手段の確保 

非日常に対しパニックになる利用者への対応 

行政に期待する支援 

事業所内等の設備の助成 

行政からの福祉への仕事の分配 

横のつながりや、他機関とのつながりがもてる機会の設定 

権利擁護について 

行っている取組 

職員の研修や意識の徹底。情報共有 

ＳＮＳやインターネットでの周知・広報 
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２ 課題 
 

(1) 障害者理解の啓発  

障害者週間における街頭キャンペーンや路線バスへの広告、日立市ふれあい運動会

の開催等により障害者理解の啓発に努めてきました。 

しかし、アンケート調査結果では、障害のある方の約６割が障害や障害特性に関す

る理解の促進の必要性を感じており、また、約４割の方が差別されたり嫌な思いをし

た経験があると答えていることから、障害に関する正しい理解の啓発を図る必要があ

ります。 

 

 

(2) 就労支援体制の充実  

就労継続支援Ａ型・Ｂ型については、民間による事業所の整備に伴い、就労環境は

整ってきました。 

しかし、アンケート調査結果では、障害のある１８歳以上の方のうち、就業してい

ない方の約６割が、今後、「収入を得る仕事をしたい」、又は、「したくてもできな

い」と回答しています。また、半数以上の方が、障害のある方が働き続けるためには、

「職場の上司や同僚に障害の理解が必要」と回答していることから、障害のある方に

とってより働きやすい就労環境を提供できるような取組が必要です。 

 

 

(3) 社会参加の促進  

障害のある方がスポーツやレクリエーションを楽しむきっかけとして、日立市ふれ

あい運動会やスポーツ・レクリエーションふれあい教室を開催してきました。 

アンケート調査結果では、障害のある方の外出目的の多くが、「買い物」や「医療

機関への受診」など、日常生活を営む上で必須なものとなっており、障害のある方の

生活の質を向上させるためには、スポーツや芸術文化活動等の余暇を楽しむ時間を過

ごすことができるよう、自由に余暇活動を行える場所や機会を増やす取組が必要です。      
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(4) 障害福祉サービスの充実  

計画相談支援において作成した利用計画に基づき、一人一人の状態やニーズに応じ

たサービスの提供を行ってきました。 

一方で、障害のある方の人数の増加とともに障害の重度化や介護者の高齢化等によ

り、ニーズが増加・多様化しており、各種障害福祉サービスの充実と適切な提供体制

の整備を図る必要があります。 

 

 

(5) 地域生活支援の充実  

日中一時支援事業の見直し等により、本市の実情に応じて障害のある方の家族の就

労や介護負担の軽減を図ってきたところですが、アンケート調査結果では、地域で生

活するために必要なこととして、「経済的な負担の軽減」や「高齢化する介護者への

支援」、「必要な在宅サービスが適切に利用できること」という回答が多いことから、

住み慣れた地域で生活を送っていくためには、多様なサービスを組み合わせた、一人

一人にあったきめ細やかなサービスを提供することが必要です。 

 

 

(6) 災害時の避難の支援、感染症対策等の支援  

台風や地震などの災害時において、自力での避難が困難な方がいます。また、避難

したあとでも、投薬や治療が受けられない、周囲とのコミュニケーション等の心配が

あることから、障害のある方の状況に応じた避難行動及び避難所などでの支援体制を

充実させることが必要です。 

    あわせて、新型コロナウイルス感染症の流行のような不測の事態に備えた体制を検

討していくことも必要です。 
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第３章 基本的な考え方 
１ 基本理念 

「障害者基本法」では、「全ての国民が、障害の有無にかかわらず、等しく基本的人権を

享有するかけがえのない個人として尊重されるものであるとの理念にのっとり、全ての国

民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いなが

ら共生する社会を実現する」という「共生社会」の実現を基本的な考え方としています。 

本市においても、更なる障害者福祉の充実と取組の推進を目指し、前計画から引き続き

「共に生きる社会の実現」を基本理念に掲げ、各種施策や取組を進めていくこととし

ます。 

 

 

 

 

２ 基本方針 
基本理念を実現するため、次の６つの基本方針を掲げて施策を展開していきます。 

 

基本方針１ 心のバリアフリー化の推進  

障害に対する市民の理解を促進し、障害のある方もない方も、お互いに人格と個性を

尊重し、共に支え合い住み慣れた地域で暮らせる社会を目指します。 

また、障害者差別解消法の更なる周知を図るとともに、障害を理由とする差別の解消

に向けた取組を推進します。 

 

 

基本方針２ 保健・医療の充実  

障害のある方が住み慣れた地域において、日々安心して健康的で自立した生活が送れ

るよう、障害の早期発見・早期治療、さらには障害の重度化の抑制等を図るため、関係

機関と連携し、保健・医療サービス等の提供体制の充実を図ります。 

 

基本理念 

共に生きる社会の実現 
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基本方針３ 教育・療育の充実  

子どもの成長に応じた適切な時期における健康診査等の実施により、障害の早期発見

に努めるとともに、関係機関と連携し、一人一人の状態や能力等に応じた療育・教育及

び支援へとつなげます。 

また、障害のある方の自立と社会参加の促進を図るため、障害の特性に応じた学習の

場や機会の提供に努めます。 

 

 

基本方針４ 就労・社会参加の支援  

障害のある方が地域で自立した生活を送るためには、生きがいを持って働き、社会的、

経済的自立を図る必要があることから、障害のある方の雇用を促進するとともに、福祉

的就労の場で働く障害のある方の工賃向上に向けた取組を推進します。 

また、障害のある方の日常生活を豊かなものにするため、スポーツや芸術文化活動等

に触れる社会参加の場の確保、さらには社会参加をするために必要な移動の支援や情報

提供等の充実に努めます。 

 

 

基本方針５ 福祉サービスの充実  

障害のある方が住み慣れた地域で安心して暮らすためには、個々の状況に応じた日常

生活や社会生活を営むための支援が重要となることから、障害のある方のニーズを踏ま

えて、障害福祉サービスや地域生活支援事業等の一層の充実を図ります。 

 

 

基本方針６ 生活環境の整備  

障害のある方が地域で安全かつ快適に暮らすため、建築物や公共交通機関、道路等の

バリアフリー化・ユニバーサルデザインの導入等を推進します。 

また、災害時の避難行動要支援者の把握を進め、必要な方が適切な支援を受けられる

よう、日頃から地域の見守りや防災等の対策を推進します。 
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３ 施策体系 
 

 

  

１ 心のバリアフリー化の推進

２ 保健・医療の充実

３ 教育・療育の充実

(１) 障害者理解の啓発１ 障害者理解の啓発

(１) 地域福祉の推進

(２) ボランティア活動の推進
3 地域力の推進

(１) 権利の擁護

(２) 差別の禁止

(３) 虐待の防止

2 権利擁護の取組の推進

(１) 母子保健の充実

(２) 青年期からの保健の充実

(３) 精神保健の充実

１ 保健サービスの充実

(１) 早期発見対策の充実

(２) 早期療育の充実

(３) 精神疾患・精神障害の早期治療の推進

２ 早期発見・早期療育の充実

(１) ひきこもり者等への支援

(２) 自殺対策
３ ひきこもり者への支援・自殺対策

(１) 医療体制の充実

(２) 歯科診療の充実

(３) 精神障害者への支援

(４) 難病患者への支援

４ 医療体制の充実

(１) 就学前の教育・療育の充実

(２) 地域における療育支援体制の整備

(３) 福祉施設における療育機能の充実

(４) 教育相談の充実

１ 就学前の教育・療育の充実

(１) 学校教育の充実

(２) 教職員の資質の向上
２ 学校教育の充実

４ 就労・社会参加の支援

(１) 就労の支援

(２) 福祉的就労の支援
１ 就労支援体制の充実

(１) 社会参加の促進２ 社会参加の促進

６ 生活環境の整備

(１) 建物・公園等のバリアフリー

(２) 移動手段のバリアフリー

(３) 情報バリアフリー

１ バリアフリーの推進

(１) 防災対策の充実

(２) 防犯体制の推進
２ 防災・防犯対策の推進

基 本 方 針 基 本 施 策 施 策

５ 福祉サービスの充実

(１) 相談支援体制の充実

(２) 障害福祉サービスの充実
１ 障害福祉サービスの充実

２ 地域生活支援の充実
(１) 地域生活支援事業の充実

(２) 地域生活支援拠点の機能の充実

(１) 生涯学習の推進３ 生涯学習の推進
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４ 重点施策 
障害者施策の動向、本市の課題やアンケート調査結果を踏まえ、本計画期間において、

重点的に取り組むべき施策を次の５項目とします。 

 

(1) 障害者理解の啓発 
共生社会の実現のためには、地域に暮らす誰もが、障害についての正しい知識を持

ち、助け合い・支え合う地域づくりを進めていくことが大切であることから、啓発・

広報活動等により障害に対する理解の啓発を図ります。 

ア 障害のある方とない方が、相互に理解を深めるために、一緒に活動できるイベ  

ントなどの交流事業等の開催 

イ  障害の特性や必要な配慮、障害福祉制度など、障害のある方に対する理解を深

めるための啓発・広報活動 

 

(2) 就労支援体制の充実  
障害のある方が地域で生きがいを持って生活し、社会経済活動に参加していくため

に、障害のある方の働く意欲を尊重し、障害のある方の雇用とともに、福祉的就労を

含めた雇用の促進を図ります。 

ア ハローワーク等の関係機関と連携した情報提供 

イ 各事業所の安定した作業量の確保、工賃向上への支援 

 

(3) 社会参加の促進 

スポーツや芸術文化活動等を通じて、多くの人と交流ができ、身近な地域とつなが

ることのできる社会参加の場の確保や移動手段の確保等により社会参加の促進を図り

ます。 

ア 芸術文化・スポーツ活動等による社会参加機会の提供 

イ  移動手段の確保等の生活環境の整備 

 

(4) 障害福祉サービスの充実 

障害のある方が安心して地域で暮らしていくためには、地域生活を支えるサービス

の提供体制が整備されていることが重要となることから、一人一人の障害の状況に応

じた相談支援と障害者本人の意思を尊重したサービスの提供体制の充実を図ります。 

ア  障害のある方がきめ細かなサービスを受けられる計画相談体制の確保 

イ  障害のある方の個々の状態や生活状況、ニーズなどに応じた適切なサービスの 

提供 
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(5) 地域生活支援の充実 

障害のある方が必要とするサービスを利用できるよう、障害の状態に応じたきめ細

かなサービスの提供に努めるとともに、身近なところで気軽に相談が受けられる体制

の充実を図ります。 

ア 障害のある方が、安心して地域で生活できるサービスの充実 

イ 地域における相談支援の拠点となる、地域生活支援拠点施設の機能拡充 
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第４章 施策の展開 
基本方針１ 心のバリアフリー化の推進 

障害に対する市民の理解を促進し、障害のある方もない方も、お互いに人格と個性を尊

重し、共に支え合い住み慣れた地域で生活できる社会を目指します。 

また、障害者差別解消法などの関係法令の更なる周知・啓発を図るとともに、障害を理

由とする差別の解消や合理的配慮の提供等に向けた権利擁護の取組を推進します。 

 

基本施策１ 障害者理解の啓発【重点】 

 現状と課題  

○ アンケート調査の結果では、障害のある方等が経験する「差別や嫌な思い」は、減

少傾向にありますが、３５.６％の方が「ある」又は「少しある」と回答しています。 

○ 共生社会の実現には、障害のある方や障害に対する偏見や差別をなくし、障害のあ

る方に対して、市民一人一人の理解と認識を深めることが重要です。 

○ 障害者理解を啓発するために、様々な機会や媒体を活用した広報活動の実施や、学

校やイベント等における障害当事者との交流機会の創出など積極的な啓発活動が必要

です。 

○ 幼稚園や小学校などの幼少期から、障害のある方との交流事業などを始め、福祉に

関する教育を行い、障害者理解を深める必要があります。 

  施  策   

(1) 障害者理解の啓発 
内容 主な取組 

障害のある方とない方が、相互に理解

を深めるために、一緒に活動できるイベ

ントなどの交流事業等の開催を積極的に

推進します。 

 日立市ふれあい運動会 

 スポーツ・レクリエーションふれあい教室 

 行政放送でのユニバーサルスポーツ等の

紹介 

 (新)障害当事者との交流機会の創出 

障害の特性や必要な配慮、障害福祉制度

など、障害のある方に対する理解を深める

ために、啓発・広報活動の実施や、市民向

けの研修などを積極的に開催します。 

 障害者週間における啓発・広報活動 

 スポーツ・レクリエーションふれあい教室 

 障害者権利擁護・虐待防止研修会 

  



 

-22- 

 

内容 主な取組 

障害のある方自らが地域活動やイベン

ト等に積極的に参加し、広く交流を図れ

るよう、障害のある方や事業所、障害者

団体等に周知・広報します。 

 各種メディアを活用した広報 

 各種団体へのメール等による広報 

幼稚園、保育園、認定こども園、小・

中学校の園児・児童・生徒・教師などが

特別支援教育に関する理解を深めるた

め、特別支援学校との交流の機会を設け

ます。 

 特別支援学校と通常の学級との交流 

障害福祉制度や障害のある方に対する

各種支援、市内の施設・事業所などの情

報を、ガイドブックやホームページなど、

様々なメディアを通じて提供を行うとと

もに、内容の充実に努めます。 

 日立市障害者福祉ガイドブックの作成 

 各種メディアを活用した広報 

 障害者福祉に関する意識啓発活動 
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基本施策２ 権利擁護の取組の推進 

 現状と課題  

○ 障害のある方に対する誤解や偏見、理解不足等を解消する取組が十分に行われてこ 

なかったことが、様々な社会的障壁を生み出す要因となっている場合があります。 

○ 障害のある方が地域で安心して生活するためには、権利擁護の啓発・広報や成年後

見制度などに関する利用支援を充実させ、その方の権利が守られる必要があります。 

○ 障害者差別解消法に基づき、障害者差別を禁止し、障害のある方に対する合理的配

慮の提供を促進する必要があります。 

○ 障害者虐待の未然防止のためには、市民や事業所に対して啓発・広報を行い、虐待

を発見した時には、迅速に対応できる体制を整備しておく必要があります。 

  施  策   

(1) 権利の擁護 
内容 主な取組 

障害のある方の権利擁護について、研

修会の開催、啓発・広報活動を行うこと

で、障害のある方の権利擁護に努めます。 

 障害者週間における啓発・広報活動 

 障害者権利擁護・虐待防止研修会 

成年後見制度の利用にかかる経費及び

後見人への報酬を助成することで、制度

利用の促進を図り、障害のある方の権利

擁護を推進します。 

 成年後見制度利用支援事業 

障害のある方や関係機関などからの成

年後見制度に関する相談や利用手続きの

支援等に応じるほか、法人として後見を

受任することなど、広く制度の啓発と普

及に努めます。 

 (新)成年後見サポートセンター（日立市

社会福祉協議会） 

福祉サービスの利用に係る手続き、金銭

などの管理を支援するため、障害のある方

を対象とした日常生活自立支援事業の利用

を促進します。 

 日常生活自立支援事業（日立市社会福祉

協議会） 
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(2) 差別の禁止 
内容 主な取組 

障害者権利条約及び障害者差別解消法

に基づき、各種研修会や啓発・広報活動

等を通して、障害のある方に対する差別

的取扱いの防止、合理的配慮の提供促進

を図り、障害のある方の差別の解消に努

めます。 

 障害者権利擁護・虐待防止研修会 

 障害者週間における啓発・広報活動 

 

(3) 虐待の防止 
内容 主な取組 

障害者虐待防止センターが中心とな

り、市民に対して障害者虐待防止につい

て啓発・広報するとともに、事業者等と

の連携を強化し、虐待の未然防止や早期

発見、迅速な対応と適切な支援等に努め

ます。 

 障害者虐待防止センターの運営 

 障害者権利擁護・虐待防止研修会 

事業所における虐待や不適切な行為を

未然に防止するため、障害福祉サービス

事業者に、従事者に対する虐待防止等に

関する研修機会等を設けることなどを促

します。 

 障害者権利擁護・虐待防止研修会 

 各事業者への研修開催の働きかけ 
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基本施策３ 地域力の推進 

 現状と課題  

○ 障害のある方が地域で安心して生活するためには、地域住民一人一人の障害に対す

る理解を啓発するとともに、地域で障害のある方を見守り・支えていくための体制の

充実が必要です。 

○ 地域における福祉活動を推進するため、福祉を支える人材の育成や活動の場を整備

する必要があります。 

○ 多様化する障害のある方のニーズに応えるため、地域のボランティアの育成や、青

少年等に対する福祉教育を充実する必要があります。 

  施  策   

(1) 地域福祉の推進 
内容 主な取組 

あんしん・安全ネットワーク事業等を

通して、地域での見守り活動を推進しま

す。 

 あんしん・安全ネットワーク事業（日立

市社会福祉協議会） 

地域住民による福祉活動を活発にする

ため、地域住民向けの研修会やイベント等

を開催し、障害に対する理解や障害福祉制

度について積極的な啓発に努めます。 

 スポーツ・レクリエーションふれあい教

室 

 障害者権利擁護・虐待防止研修会 

 地域活動入門講座 

 (新)市民後見人養成講座・フォローアッ

プ研修会（日立市社会福祉協議会） 

障害者理解の促進を図るため、学校・

企業・地域等に対して、講話や車いす体

験など障害福祉について学習する機会を

つくるなど、福祉教育の充実に努めます。 

 福祉教育の推進 

地域主体の福祉活動を推進するため、

地域の団体等と連携し、地域福祉を支え

る人材の育成や活動しやすい環境づくり

に努めます。 

 コミュニティとの連携 

 民生委員児童委員との連携 
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(2) ボランティア活動の推進 
内容 主な取組 

障害のある方のニーズに応えるため

に、ひたちボランティアプラザ及びボラ

ンティア情報相談コーナーとの連携を強

化します。 

 ひたちボランティアプラザ（日立市社会

福祉協議会） 

 ボランティア情報相談コーナー 

障害のある方が、ニーズに合ったボラ

ンティアを利用しやすいよう、各ボラン

ティア団体の活動内容等の広報に努めま

す。 

 各種メディアを活用した広報 

 ボランティアの情報紹介（日立市社会福

祉協議会） 

ボランティア講習会などを開催し、障

害のある方のニーズに応えられるボラン

ティアの育成に努めます。 

 ボランティア育成講座（日立市社会福祉

協議会） 

障害のある方のニーズと企業等のボラ

ンティアグループの奉仕活動をマッチン

グすることで、企業等のボランティア活

動の促進を図ります。 

 企業ボランティアネットワーク（日立市

社会福祉協議会） 
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基本方針２ 保健・医療の充実 
障害のある方が、住み慣れた地域において、日々安心して健康的で自立した生活が送れ

るよう、障害の早期発見・早期治療、さらには障害の重度化の抑制等を図るため、関係機

関と連携し、保健・医療サービス等の提供体制の充実を図ります。 

 

基本施策１ 保健サービスの充実 

 現状と課題  

○ １歳６か月児健康診査を始め、幼児期の健康診査や精密検査など、早期からの療育

が望ましいとされています。 

○ 子どもの成長や発達に心配のある保護者からの相談に応じ、適切な支援を行う体制

を充実させることが重要です。 

○ 青年期以降においても、障害のある方が、障害の進行の抑制や予防等を図り、健康

で自立した生活が送れるよう、各種健康診査等の保健サービスの充実が必要です。 

○ 精神保健については、相談機能を充実させるとともに、関係機関が連携を強化し、

専門的な支援を行うことが必要です。 

  施  策   

(1) 母子保健の充実 
内容 主な取組 

乳幼児健康診査を通して発達に心配の

ある乳幼児を早期に発見し、療育につな

げていけるよう、一貫した子育ての支援

に努めます。 

 １歳６か月児健康診査 

 ２歳児歯科健康診査 

 ３歳児健康診査 

 ５歳児健康診査 

育児不安、精神・ことば・運動発達の

遅れ等の相談に適切な指導が行えるよ

う、専門職員の配置を含め、相談窓口の

充実に努めます。 

 子育て世代包括支援センターでの相談 

 子育て世代包括支援センター「すこやか

ひたち」（基本型）の実施 

障害のある子どもに対して歯科保健指

導を行い、歯と口腔のケアの充実を通し

た健康づくりを推進します。 

 

 日立市心身障害者歯科診療所 

 ２歳児歯科健康診査 
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(2) 青年期からの保健の充実 
内容 主な取組 

健康相談、健康教育、健康診査などに

より、生活習慣病の予防や疾病の早期発

見・早期治療を促進し、市民が健康的な

生活を送ることができるよう、各種保健

事業の充実に努めます。 

 健康相談 

 健康教育 

 健康診査 

障害の進行の抑制や予防等を図るた

め、介護予防事業・訪問指導事業等の周

知と利用の促進に努めます。 

 介護予防普及啓発事業 

 訪問指導 

認知症に対する正しい理解の普及・啓

発を図るとともに、認知症の基礎知識や

対応の方法を学ぶ講座を開催し、本人及

びその家族への支援に努めます。 

 認知症サポーター養成講座 

 認知症地域支援・ケア向上事業 

 

(3) 精神保健の充実 
内容 主な取組 

精神に障害のある方が安心して日常生

活を送ることができるよう、精神保健福

祉士等を配置した日立市障害者基幹相談

支援センターを中心に、保健所、医療機

関、事業所等との連携を強化し、専門的

な支援・助言を行います。 

 (新)日立市障害者基幹相談支援センター 

 障害者相談員 

障害のある方本人やその家族等の悩み

を抱える方が、気軽に相談できるよう、

日立市障害者基幹相談支援センターなど

の相談機能の充実を図ります。 

 (新)日立市障害者基幹相談支援センター 

 障害者相談員 
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基本施策２ 早期発見・早期療育の充実 

 現状と課題  

○ 関係機関が連携し、子どもの障害の早期発見・早期療育につなげるための環境を整

備する必要があります。 

○ 障害のある子どもの親が、気軽に相談できる窓口の充実を図る必要があります。 

○ 市民の心の健康維持や精神疾患等の早期発見・早期治療のために、周囲の人の些細

な異変に気づける人材の育成や相談機関の機能充実を図る必要があります。 

  施  策   

(1) 早期発見対策の充実 
内容 主な取組 

乳幼児の健康診査受診を促進するため

に、啓発・広報を行うとともに、受診しや

すい環境整備に努めます。 

 各種メディア、健康カレンダー等を活用

した啓発・広報 

保健所、児童相談所等の関係機関と連携

を図り、障害の疑いのある子どもの速やか

な医療機関への受診を促すなど、早期の療

育に繋がるよう努めます。 

 発育、発達にかかる相談窓口 

 ケースワーク 

 (新)日立市障害者基幹相談支援センター 

 

(2) 早期療育の充実 
内容 主な取組 

健康診査において要経過観察とされた

子どもの療育や、親の育児不安の解消を図

るため、相談機関の充実に努めます。 

 のびっこくらぶ 

 のびのび相談 

 (新)日立市障害者基幹相談支援センター 

専門的知識を持った職員の配置や研修

等による職員の資質の向上を図り、より質

の高い療育支援の提供に努めます。 

 母子療育ホームの運営 

 子どもセンターさくらんぼの運営 

 

(3) 精神疾患・精神障害の早期治療の推進 
内容 主な取組 

精神疾患、精神障害に関する基礎知識の提

供や、理解啓発活動の実施、各種講演会の

開催により、自身の精神疾患等の予防だけ

でなく、周囲の人達の些細な異変に気づけ

る人材を養成し、地域全体の心の健全化を

促進します。 

 うつ病予防講演会 

 (新)ゲートキーパー養成研修会 

  



 

-30- 

 

内容 主な取組 

精神疾患、精神障害のある方又はその疑い

のある方を早期に発見し、治療に結びつ

け、必要な支援を提供できるよう、障害の

ある方本人やその家族等の悩みを抱える

方が、気軽に相談できる相談窓口の機能を

充実させます。 

 (新)日立市障害者基幹相談支援センター 

 障害者相談員 

 地域活動支援センター事業 
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基本施策３ ひきこもり者への支援・自殺対策 

 現状と課題  

○ 社会参加（就学、就労、余暇活動等）を回避し、自宅などにとどまり続けているひ

きこもり者等については、相談窓口を充実させるとともに、関係機関が連携して支援

することが必要とされています。 

○ 自殺予防のためには、相談につなげる体制の充実を図るとともに、自殺の主な要因

のひとつである「うつ病」の予防や、命の門番である「ゲートキーパー」の養成を推

進する必要があります。 

  施  策   

(1) ひきこもり者等への支援 
内容 主な取組 

「ひきこもり」について、本人やその家

族等の悩みを抱える方が相談できる窓口

を広報するとともに、相談に対しては、関

係機関と連携して適切に対応します。 

 各課相談窓口の広報 

 (新)日立市障害者基幹相談支援センター  

 (新)自立相談サポートセンター 

 

(2) 自殺対策 
内容 主な取組 

「うつ病」の発症原因や予防法等の基

礎知識の普及啓発を行うことで、自殺の

主な要因のひとつである「うつ病」を予

防するとともに、心の健康増進を図りま

す。 

 うつ病予防講演会 

 各種メディアを活用した啓発・広報 

いのちを支える日立市自殺対策計画の

推進や講演会を開催することで、市民が

自殺を身近な問題としてとらえ、自殺予

防のための行動ができるよう正しい知識

や情報の普及を推進します。 

 うつ病予防講演会 

 (新)ゲートキーパー養成研修会 

 (新)いのちを支える日立市自殺対策計

画の推進 

自殺を考えている方や自殺未遂者、遺

族等の相談に応じ、必要に応じて適切な

相談窓口につなげる体制の充実を図ると

ともに、いのちを支える日立市自殺対策

計画を推進するため、関係機関との連携

の強化に努めます。 

 (新)いのちを支える日立市自殺対策計

画の推進 

 (新)日立市障害者基幹相談支援センター  

 各種専門相談窓口 
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基本施策４ 医療体制の充実 

 現状と課題  

○ 障害の重度化を防ぐとともに安心した日常生活を送ることができるよう、関係機関

との連携を強化し、適切な医療や福祉サービスを提供する体制が必要です。 

○ 障害のある方の歯科治療においては、現在、一般の歯科医院では対応が困難な場合

があるため、障害の種別にかかわらず、地域の歯科医院等で診療を受けることができ

る体制が必要です。 

○ 精神疾患・精神障害は、特に、医療との関係が密接であるため、安心して医療を受

けられる体制の整備が必要です。 

○ 難病は、治療が専門的であるとともに、患者の負担が大きいため、専門的な情報の

提供や相談機能等の充実が必要です。 

  施  策   

(1) 医療体制の充実 
内容 主な取組 

障害の重度化を防ぎ、健康的な日常生活

が営めるよう、日立市障害者基幹相談支援

センターに専門知識を持った職員を配置

し、相談機能を充実するとともに、事業所、

医療機関等との連携を強化します。 

 (新)日立市障害者基幹相談支援センター 

 

障害のある方が、訪問看護や医学的リハ

ビリテーション、必要な自立訓練（機能訓

練）を受けられるよう、医療機関や障害福

祉サービス事業所等と連携し、適切な医

療・サービスにつなげます。 

 (新)日立市障害者基幹相談支援センター 

 

障害の種別を問わず、障害のある方が

日々安心して生活できるよう、緊急時を含

めて適切に医療を受けられるよう、医療機

関との連携を強化するとともに、医療体制

の整備について、医療機関等に働きかけて

いきます。 

 日立市障害者自立支援協議会等におけ

る医療機関・団体への働きかけ 

 日立市医師会との連携 

障害の除去・軽減や日常生活能力等の回

復・改善を目的とした医療にかかる医療費

の助成制度や通院・通所に要するタクシー

代の助成制度の利用を促進し、障害のある

方とその家族の経済的負担の軽減を図り

ます。 

 自立支援医療（育成・更生医療） 

 (拡)心身障害者通院通所交通費助成事業 

 医療福祉費支給制度（マル福） 
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(2) 歯科診療の充実 
内容 主な取組 

一般の歯科医院への通院が困難な障害の

ある方に対する歯科治療を行う心身障害者

歯科診療所の診療体制の充実を図ります。 

 心身障害者歯科診療所の運営 

 日立歯科医師会との連携 

 (拡)協力歯科医師との協力体制の整備 

障害者歯科診療所において対応が困難な

方について、その治療を行うことのできる

医療機関との連携に努めます。 

 市内外の歯科医療機関との連携 

 日立歯科医師会との連携 

一般の歯科医院等においても障害のある

方の治療を行えるよう働きかけるととも

に、障害者歯科診療所利用者が一般の歯科

医院等で安心して治療を受けられるよう、

連携を強化します。 

 日立歯科医師会との連携 

 市内外の歯科医療機関との連携 

 

(3) 精神障害者への支援 
内容 主な取組 

精神疾患と身体疾患の合併症患者に対

して、適切な医療を提供するため、双方の

医療機関との連携を強化します。 

 (新)日立市障害者基幹相談支援センター 

精神障害者が安心して医療が受けられる

体制の確保を図るため、日立市障害者自立

支援協議会において、連携体制の整備等に

ついて協議します。 

 日立市障害者自立支援協議会における

協議・検討 

通院による精神医療が継続的に必要な方

とその家族の経済的負担の軽減を図るた

め、医療費の助成制度や通院・通所に要す

るタクシー代の助成制度の利用促進に努め

ます。 

 自立支援医療（精神通院医療） 

 (拡)心身障害者通院通所交通費助成事業 

 医療福祉費支給制度（マル福） 

 

(4) 難病患者への支援 
内容 主な取組 

医療費の公費負担を行うとともに、福祉

手当を支給し、患者及びその家族の経済的

な負担の軽減を図ります。 

 指定難病特定医療費助成 

 日立市難病患者福祉手当 

難病患者の在宅療養上の問題に係る相談

に応じて、適切な支援を行い、患者及び家

族の身体的・精神的な負担の軽減を図るほ

か、各種の情報提供に努めます。 

 (新)日立市障害者基幹相談支援センター 

 各種メディアを活用した広報 
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内容 主な取組 

患者とその家庭の悩み等の軽減及び解消

を図るため、保健所、難病団体連絡協議会

等と連携を強化するとともに、日立市障害

者基幹相談支援センターの相談機能の充実

を図ります。 

 (新)日立市障害者基幹相談支援センター 
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基本方針３ 教育・療育の充実 
子どもの成長に応じた適切な時期における健康診査等の実施により、障害の早期発見に

努めるとともに、関係機関と連携し、一人一人の状態や能力等に応じた療育・教育及び支

援へとつなげます。 

また、障害のある方の自立と社会参加の促進を図るため、障害の特性に応じた学習の場

や機会の提供に努めます。 

 

基本施策１ 就学前の教育・療育の充実 

 現状と課題  

○ 障害のある子どもへの適切な療育・教育の提供のためには、関係機関の連携と適切

な支援を行える体制の充実が必要です。 

○ 障害のある子どもの療育を地域で行うためには、関係機関が連携を強化するととも

に、相談機能や提供する障害福祉サービス等の充実が必要です。 

○ 障害のある子どもが専門的で適切な支援を受けるための体制確保が必要です。 

  施  策   

(1) 就学前の教育・療育の充実 
内容 主な取組 

学校、医療機関などの関係機関との連

携を強化し、障害のある子ども一人一人

のニーズに応じ、適切な教育や療育の提

供に努めます。 

 就学相談 

 教育支援委員会 

 母子療育ホームの運営 

 子どもセンターさくらんぼの運営 

障害のある子どもの早期療育を推進す

るため、幼稚園、保育園、認定こども園

における障害のある子どもの支援体制の

充実に努めます。 

 (新)巡回支援専門員整備事業 

 小集団活動 

 巡回訪問 

 ５歳児健康診査 

 

(2) 地域における療育支援体制の整備 
内容 主な取組 

障害児施設や医療機関、その他関係機

関との連携を図り、障害のある子どもの

育成についての相談・支援の充実に努め

ます。 

 (新)日立市障害者基幹相談支援センター 
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内容 主な取組 

早期発見から療育へスムーズにつなぐ

ため、医療機関、母子保健、障害児通所

支援事業所、障害児相談支援事業所等、

関係機関における療育に関する情報の共

有に努めます。 

 連携による情報共有 

 日立市障害者自立支援協議会子ども部

会における協議・検討 

放課後児童クラブで障害のある子ども

の受入れや障害児児童クラブ、放課後等

デイサービス等の充実を図り、障害のあ

る子どもの放課後や休日、長期休業時の

居場所の確保に努めます。 

 障害児児童クラブの運営 

 放課後児童クラブの運営 

 日立市障害者自立支援協議会子ども部

会における協議・検討 

 

(3) 福祉施設における療育機能の充実 
内容 主な取組 

障害のある子どもに対し専門的な療育

を行えるよう、障害児通所支援事業所職

員の資質の向上を図ります。 

 日立市障害者自立支援協議会子ども部

会での研修会開催 

心身に障害のある子どもの保育園での

受入れや他の園児との集団保育を促進す

るなど、障害のある子どもの福祉の増進

を図ります。 

 公立保育園における受入体制の確保 

 (新)巡回支援専門員整備事業 

 

(4) 教育相談の充実 
内容 主な取組 

教育、福祉、保健、医療機関等の連携

強化を図り、障害のある子どもを持つ保

護者に対し、早期からの適切な教育相

談・支援の実施に努めるとともに、相談

機会の拡充に努めます。 

 こども発達相談センターにおける発達

相談 

 巡回訪問 

障害のある子どもの支援を総合的に行

うため、教育支援計画を策定し、その子

どもに合った教育の提供に努めます。 

 個別の教育支援計画の策定 
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基本施策２ 学校教育の充実 

 現状と課題  

○ 教育を受ける上で、特別な支援を必要とする児童・生徒がいるため、関係機関が連

携を強化し、可能な限り、一人一人の特性やニーズに応じた教育を提供する必要があ

るとともに、将来訪れる自立や社会参加の機会を見据えた支援が重要です。 

○ 児童・生徒が障害の有無にかかわらず、共に育ち、共に学ぶ機会を提供し、障害に

対する理解を深める必要があります。 

○ 一人一人の教育的ニーズに応じた特別な支援を提供するために、教職員の特別支援

教育への理解を深めるとともに、資質を向上させる必要があります。 

  施  策   

(1) 学校教育の充実 
内容 主な取組 

障害のある子どもの実態に応じた教育支

援計画を作成し、障害を要因とする困難の改

善・克服などを目指し、一人一人の能力・適

正に応じた指導の充実を図ります。 

 個別の教育支援計画の策定 

障害のある子ども一人一人の状態に応

じて、適切な就学指導を行うため、関係

機関の連携を図ります。 

 教育支援委員会 

障害の重度・重複化、多様化した児童・

生徒への教育の充実を図るため、医療機

関や療育機関の連携を強化します。 

 こども発達相談センターにおける医療

相談 

LD、ADHD、高機能自閉症などといっ

た障害のある児童・生徒に対して、その

一人一人の教育ニーズを把握して、適切

な教育を提供します。 

 こども発達相談センターにおける心理

検査 

 学校への心理検査員派遣 

障害のある児童・生徒の状態や能力に

応じてパソコン等を活用した情報教育を

行います。 

 ＩＣＴ機器を活用した教育の推進 

障害のある児童・生徒の豊かな人間性

や社会性を養うため、小・中学校及び特

別支援学校が連携し、児童・生徒の交流

を促進します。 

 特別支援学校と通常の学級の交流 

義務教育終了後の教育については、能

力や適性に応じて、特別支援学校高等部

への進学などを促します。 

 能力や適性に応じた適切な進路指導 
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内容 主な取組 

学校卒業後の進路指導にあたっては、

職場実習や体験学習を通して、適切な進

路が選択できるよう支援します。 

 早期からの進路指導 

 事業所等の施設見学・実習 

 校内での仕事体験実習 

 一般企業等での職場実習 

特別支援学校は、地域において特別支

援教育のセンター的機能を担い、様々な

教育機会の提供に努めます。 

 センター化に係る研修会 

 各園・学校への専門家派遣 

特別支援学校は、小・中学校で行われ

る特別支援教育について、これまで培っ

た技術や経験等を生かし、その支援に努

めます。 

 特別支援教育訪問（日立特別支援学校巡

回訪問を含む） 

小・中学校、高等学校等の児童・生徒

が、身体・知的・精神等の障害の特性や

障害に基づく種々の困難さなどを学ぶこ

とによって、障害のある方に対する理解

を深めます。 

 道徳の授業での教育 

 特別支援学校と通常の学級の交流 

 

(2) 教職員の資質の向上 
内容 主な取組 

精神障害や発達障害等、障害特性によ

る学習上又は生活上の困難を理解し、一

人一人の教育的ニーズに応じた指導の充

実を図るため、小・中学校、高等学校等

の教員に対して、特別支援教育に関する

理解促進研修等を実施するとともに、特

別活動等を通して、児童・生徒への理解

啓発に努めます。 

 特別支援教育に係る研修（発達障害の理

解と支援研修等） 

 専門家による教職員への指導 

 道徳の授業での教育 

 特別支援学校と通常の学級の交流 
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基本施策３ 生涯学習の推進 

 現状と課題  

○ 障害のある方の学びのニーズを把握し、社会参加や学びの機会を設け、生涯学習の

充実を図る必要があります。 

  施  策   

(1) 生涯学習の推進 
内容 主な取組 

障害のある方が日々の生活を豊かに過

ごせるよう、障害のある方の生涯学習に

関するニーズを把握するとともに、ニー

ズに応じた講座の開催など、学習機会の

提供に努めます。 

 ひたち生き生き百年塾 

 地域活動支援センター事業 
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基本方針４ 就労・社会参加の支援 
障害のある方が地域で自立した生活を送るためには、生きがいを持って働き、社会的、

経済的自立を図る必要があることから、障害のある方の雇用を促進するとともに、福祉的

就労の場で働く方の工賃向上に向けた取組を推進します。 

また、障害のある方の日常生活を豊かなものにするため、スポーツや芸術文化活動等に

触れる社会参加の場の確保、さらには社会参加をするために必要な移動の支援や情報提供

等の充実に努めます。 

 

基本施策１ 就労支援体制の充実【重点】 

 現状と課題  

○ アンケート調査の結果では、障害があっても、「収入を得る仕事がしたい」と思っ

ている方の割合が、57.6％と多くなっており、就労している又は就労を希望している

障害のある方は、「職場の上司や同僚の理解」などを求めています。 

また、就労支援事業所等では、利用者の安定した通所や工賃の額の向上等が課題と

なっています。 

○ 就労は、障害のある方が地域で自立した生活を送るための重要な要素であるため、

関係機関が連携し、一般就労に向けた必要な支援の充実を図るとともに、一般企業に

おける障害のある方の理解や障害のある方の雇用を促進することが必要です。 

○ 就労支援事業所等における福祉的就労については、一人一人の障害特性や能力など

に応じた適切な支援や一般就労に向けた各種制度の活用、職業指導を行う職員の資質

の向上などを行う必要があります。 

○ 工賃向上については、共同受注制度の活用による安定した作業量の確保や消費者ニ

ーズに応じた製品開発、優先調達法の促進などを積極的に行う必要があります。 

   施  策   

(1) 就労の支援 
内容 主な取組 

障害のある方の社会的・職業的自立を支

援するため、就労を始め生活全般にわたる

相談に対し、幅広く対応し、適切な支援を

提供します。 

 (新)日立市障害者基幹相談支援センター 

 障害者就業・生活支援センターまゆみと

の連携 

障害のある方の就労に向けた総合的な

支援を行うため、各種会議において、ハロ

ーワークや茨城障害者職業センター、障害

者就業・生活支援センター等との情報共有

と連携の強化を図ります。 

 日立地区障害者雇用連絡会議、障害者就

業・生活支援センター運営連絡会議等で

の情報共有 

 日立市障害者自立支援協議会就労支援

部会における協議・検討 
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内容 主な取組 

就職を希望する障害のある方を支援す

るため、障害者と雇用主が直接話すことが

できる、ハローワーク・茨城労働局等主催

の就職面接会の運営に協力し、障害者雇用

の促進に努めます。 

 障害者就職面接会開催の運営協力 

障害のある方の職場定着を図るため、相

談支援体制の充実や就労支援事業等の活

用を促進します。 

 (新)日立市障害者基幹相談支援センター 

障害のある方の雇用を促進するため、多

業種の方が出席する各種会議において、雇

用奨励金などの雇用に関する支援制度の

活用や、障害の特性に応じた短時間勤務や

在宅勤務などの多様な雇用・就労形態の取

り入れなどについて働きかけていきます。 

 日立地区障害者雇用連絡会議、障害者就

業・生活支援センター運営連絡会議等に

おける働きかけ 

 日立市障害者特別雇用奨励金の支給 

企業が障害のある方を雇用する際、障害

の特性や各々の能力を理解した上で雇用

できるよう、障害者理解を深める啓発に努

めるとともに、ジョブコーチやトライアル

雇用制度等の活用を促進します。 

 日立地区障害者雇用連絡会議、障害者就

業・生活支援センター運営連絡会議等に

おける働きかけ 

 各種メディアを活用した広報 

 

(2) 福祉的就労の支援 
内容 主な取組 

障害のある方の一般就労に向けて、知識や

技術の習得や勤労意欲の向上を図るため、就

労支援事業所等と連携し、一人一人の障害の

程度や状態に応じた、適切な支援を行いま

す。 

 障害者就労支援施設の運営 

 日立市障害者自立支援協議会就労支援

部会における協議・検討 

 日立市福祉作業所等交通費助成事業 

茨城障害者職業センターにおいて実施

されている 、ジョブコーチの派遣・養成

研修、職員向け研修などの活用を促進し、

福祉作業所等の就労支援施設における職

業指導の充実に努めます。 

 各種メディアを活用した広報 

 各事業所への働きかけ 

福祉作業所等の就労支援施設の安定し

た作業量を確保するため、共同受注制度の

利活用を促進します。 

 日立市障害者自立支援協議会就労支援

部会における協議・検討 
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内容 主な取組 

企業との連携強化を働きかけ、作業内容

の拡充と質の高い製品や消費者ニーズに合

った自主製品の製作を促進することによ

り、売上の増大と工賃の向上を図ります。 

 日立市障害者自立支援協議会就労支援

部会における協議・検討 

障害者優先調達推進法に基づき、障害者

就労施設等が提供する製品等の優先購入

（調達）の促進に努めます。 

 (拡)障害者就労施設等の製品等の優先購

入 

 各種メディアを活用した広報 

 

 

 

  

【市内障害者就労支援施設の自主製品（障害者週間の啓発で配布）】 
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基本施策２ 社会参加の促進【重点】 

 現状と課題  

○ 障害のある方が地域において、日常生活を豊かで潤いのあるものとするためには、

余暇活動などの社会参加を促進する必要があります。 

○ 社会参加の促進には、創作・生産などの日中活動、文化・スポーツ活動の場と機会

の提供など、障害のある方が活動しやすい環境を充実させる必要があります。 

○ 施設のバリアフリー化や移動手段、活動中における援助など、多様なニーズに応じ

た支援が必要とされています。 

   施  策   

(1) 社会参加の促進 

内容 主な取組 

障害のある方が生涯を通じて、日々の生

活を充実させ、生き生きとその人らしく生

きるため、創作活動、生産活動、地域社会

との交流等の機会を提供し、社会参加の促

進に努めます。 

 地域活動支援センター事業 

 移動支援事業 

 意思疎通支援事業 

 障害者運転免許取得費助成事業 

 身体障害者用自動車改造費助成事業 

鳩が丘さくら福祉センター多用途ホールを

を始めとする文化・スポーツ施設の利活用

を促進するとともに、障害者スポーツ指導

員等と連携してスポーツイベント等を開

催することで、障害者スポーツの普及と障

害のある方の運動・余暇活動の機会の提供

に努めます。 

 (新)鳩が丘さくら福祉センター多用途

ホールの利用促進、イベント開催 

 日立市ふれあい運動会 

 スポーツ・レクリエーションふれあい

教室 

 行政放送でのユニバーサルスポーツ等の

紹介 

障害のある方が利用しやすいよう、文

化・スポーツ施設のバリアフリー化に努め

ます。 

 日立市公共施設マネジメント基本方針

の推進 

 茨城県ひとにやさしいまちづくり条例

の推進 

障害のある方の日頃の活動の成果等を

披露する機会として、事業所や関係機関と

連携し、ダンスや演奏などの発表や作品の

展示、物品販売などのイベントの開催を促

進します。 

 (新)鳩が丘さくら福祉センター多用途ホ

ールでのイベント開催 

 ニコ・カーニバル等開催協力 
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内容 主な取組 

障害のある方の社会参加を促進するため、

各種イベントの開催情報等をホームページ

など、様々なメディアを通じて提供します。 

 各種メディアを活用した広報 

 

障害のある方の社会参加を促進するた

め、公共交通機関の利用しやすい環境の整

備を関係機関に働きかけます。 

 交通バリアフリー推進事業 

 日立市ノンステップバス導入補助事業 

 

 

 

 

  

【日立市ふれあい運動会】 
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基本方針５ 福祉サービスの充実 
障害のある方が住み慣れた地域で安心して暮らすためには、個々の状況に応じた日常生

活や社会生活を営むための支援が重要となることから、障害のある方のニーズを踏まえて、

障害福祉サービスや地域生活支援事業等の一層の充実を図ります。 

基本施策１ 障害福祉サービスの充実【重点】 

 現状と課題  

○ アンケート調査結果では、障害福祉サービス事業者の新規利用者の受入れが難しい

事業として、「計画相談支援」や「居宅介護」などが挙げられています。 

○ 障害のある方に適した、保健、医療、福祉等のサービスを提供するためには、障害

のある方等への必要な情報の提供や支援する者の資質の向上、関係機関の連携強化等

により、相談支援体制を充実させることが必要です。 

○ 障害福祉サービスの提供については、障害のある方の特性や多様化するニーズに対

応する必要があるため、障害福祉サービス提供基盤の更なる充実が必要です。 

○ 障害のある方が必要とする障害福祉サービスに応じて、適切な提供体制を確保する

ため、職員の質の向上や関係機関の連携強化が必要です。 

   施  策   

(1) 相談支援体制の充実 
内容 主な取組 

障害のある方が必要に応じて、各種サー

ビスや福祉制度等を利用できるよう、パン

フレットやホームページ等各種メディアを

活用した広報を行うとともに、事業所等と

も連携して、情報提供を行います。 

 日立市障害者福祉ガイドブックの発行 

 各種メディアを活用した広報 

 (新)日立市障害者基幹相談支援センター 

障害により外出が困難な方について

は、相談支援事業者等関係機関との連携

を図り、ケースワーカー、相談支援専門

員等が訪問し、相談及び手続きの支援を

行います。 

 (新)日立市障害者基幹相談支援センター 

専門的な知識の習得や、権利擁護、合

理的配慮等の障害者福祉に対する理解を

深めるために、積極的に研修会等へ参加

を促し、障害のある方の相談に対して、

効果的な支援を行えるよう、職員の資質

の向上に努めます。 

 事業所内研修等の開催 

 各種研修会等への参加 
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内容 主な取組 

障害福祉サービスを利用する障害ある方

がきめ細やかなサービスを受けられるよ

う、事業者に相談支援事業への参入を働き

かけ、計画相談支援の提供体制を充実させ

ます。 

 個別相談対応（事業所指定に係る協議・

支援） 

相談支援事業者では対応が困難な個別

事例に対して、適切な対応をするため、

基幹相談支援センター職員の資質の向上

を図ることにより、相談機能の充実に努

めます。 

 (新)日立市障害者基幹相談支援センター 

 事業所内研修等の開催 

 各種研修会等への参加 

日立市障害者自立支援協議会を中心

に、相談支援事業者を始めとする障害福

祉にかかわる関係機関が連携し、困難事

例の検討、地域の課題解決に向けた協議

及び調整等を図ります。 

 日立市障害者自立支援協議会相談支援部

会における協議・検討 

 

(2) 障害福祉サービスの充実 
内容 主な取組 

障害福祉サービスの充実を図るため、

事業者に対して必要な支援を行い、新規

参入や事業拡大を促進します。 

 個別相談対応（事業所指定に係る協議・

支援） 

サービス提供事業者の職員の専門性の

向上や、人材の育成を図るため、県等が

主催する各種研修等への積極的な参加を

促します。 

 各種メディアを活用した広報 

 各種団体へのメール等による情報提供 

障害の特性や難病の病状の変化や進行

などに考慮して、ニーズに応じた適切な

支援が円滑に提供されるよう、関係機関

との連携を図ります。 

 (新)日立市障害者基幹相談支援センター 

居宅介護、同行援護、重度訪問介護事

業者に対し、提供するサービス内容の充

実を図ることについて働きかけていきま

す。 

 事業者への働きかけ 
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内容 主な取組 

日中、在宅で過ごしている障害のある

方に対して、日中活動系サービス等の情

報を提供し、利用を促進するとともに、

事業者に対して、生活介護等事業への新

規参入や事業拡大を促進します。 

 各種メディアを活用した広報 

 (新)日立市障害者基幹相談支援センター 

 個別相談対応（事業所指定に係る協議・

支援） 

施設入所者の地域生活への移行や親な

き後の生活場所の確保、地域での受入体

制が整えば退院できる長期入院患者など

の受入先として、グループホームが必要

なため、事業者に対して、新規参入や事

業拡大を促進します。また、重度の障害

のある方を受け入れるグループホーム

（日中サービス支援型）等の整備につい

ても同様に進めます。 

 （拡）民間による共同生活援助（グルー

プホーム）の整備促進 

 個別相談対応（事業所指定に係る協議・

支援） 

障害のある方が、安心して地域で生活

することができるよう、事業者に対し、

自立訓練（生活訓練・機能訓練）への新

規参入や事業拡大を促進します。 

 個別相談対応（事業所指定に係る協議・

支援） 
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基本施策２ 地域生活支援の充実【重点】 

 現状と課題  

○ 障害のある方が地域で安心して日常生活を送るためには、障害福祉サービスに併せ、

地域の特性や、そこで生活する障害のある方のニーズに応じた、きめ細かな支援の充

実が求められています。 

○ 障害福祉に関する諸問題等に対しては、関係機関が連携し、検証・協議し、解決に

向けた対策を行う必要があります。 

○ 障害のある方の自立した地域生活を支えるため、専門的な相談・支援を行える体制

の確保や、保護者や親元を離れて生活する体験の機会の提供、緊急的な保護体制を確

保できる「地域生活支援拠点」の機能を充実させる必要があります。 

   施  策   

(1) 地域生活支援事業の充実 
内容 主な取組 

移動支援事業、日中一時支援事業など

の地域生活支援事業等について、利用者

のニーズに応じたサービスが提供できる

よう、日立市障害者自立支援協議会と連

携して、事業者に対しサービス提供体制

の充実を図るよう働きかけます。 

 

 移動支援事業 

 (拡)日中一時支援事業 

 日立市障害者自立支援協議会における

協議・検討 

障害のある方が、地域で安心して生活

できるよう、日常生活用具給付事業、意

思疎通支援事業など日常生活支援の充実

を図るとともに、活動の場の充実に努め

ます。 

 (拡)日常生活用具給付事業 

 意思疎通支援事業 

 (拡)訪問入浴サービス 

 地域活動支援センター事業 

障害のある方が、安心して快適に在宅

生活を送ることができるよう、住宅改修

費の助成、また、公営住宅のバリアフリ

ー化に努めます。 

 (拡)日常生活用具給付事業 

 住宅リフォーム助成事業 

 身体障害者用市営住宅管理 

障害福祉事業を取り巻く現状を様々な

方向から検証し、問題解決に向けた支援

策の協議・検討を行います。 

 日立市障害者自立支援協議会における

協議・検討 
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(2) 地域生活支援拠点の機能の充実 
内容 主な取組 

障害の特性に起因して生じた緊急の事

態等に必要なサービスのコーディネート

などの支援を行います。 

 (新)日立市障害者基幹相談支援センター 

常時の緊急受入体制を確保し、障害者

の保護者等の急病などの緊急時に、障害

のある方の受入れを行います。 

 (新)日立市障害者共同生活援助施設(短期

入所、緊急一時保護） 

親元からの自立等にあたり、一人暮ら

しの体験の機会・場を提供します。 

 (新)日立市障害者共同生活援助施設(体験

型グループホーム） 

医療的ケアを必要としたり、高齢化に

伴い重度化した障害のある方に対して、

専門的な対応を行うことができる体制の

確保や、専門的な対応ができる人材の養

成を行う体制を整えます。 

 (新)地域生活支援拠点の機能強化 

日立市障害者基幹相談支援センターな

どを活用して、地域の様々なニーズに対

応できるサービス提供体制の確保や、地

域の社会資源の連携体制の構築などを行

う体制を整えます。 

 (新)地域生活支援拠点の機能強化 

 (新)日立市障害者基幹相談支援センター 
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基本方針６ 生活環境の整備 
障害のある方が、地域で安全かつ快適に日常生活を送るため、建築物や公共交通機関、

道路等のバリアフリー化やユニバーサルデザインの導入等を推進します。 

また、災害時の避難行動要支援者の把握を進め、必要な方が適切な支援を受けられるよ

う、日頃からの地域の見守りや防災等の対策を推進します。 

 

基本施策１ バリアフリーの推進 

 現状と課題  

○ アンケート調査では、外出時に困ることとして「公共交通機関が少ない」、「道路や

駅に階段や段差が多い」、「外出先の建物の設備が不便（通路、トイレ、エレベーター

など）」が多く挙げられています。 

また、情報の入手先として、「市報など行政機関の広報誌」、「本や新聞、雑誌の記事、

テレビやラジオのニュース」が多く挙げられており、情報のバリアフリー化の重要性

も増しています。 

○ 障害のある方が、地域で安全かつ快適に生活できる環境を整備するためには、福祉

や建築、交通など様々な分野が連携を図り、バリアフリー化やユニバーサルデザイン

の導入を推進することが必要です。 

○ 障害のある方が、必要な情報を安易に入手し、安心して地域で生活できるよう、障

害の特性に対応した情報の発信方法の充実や、情報を入手する際に必要な用具等の購

入支援等が必要です。 

   施  策   

(1) 建物・公園等のバリアフリー 
内容 主な取組 

まちづくりの推進、公共施設等の新

設・改修に当たっては、ユニバーサルデ

ザインの考え方や各種計画等に基づき、

多目的トイレや手すり、スロープ、点字

ブロック等を設置するなど、障害のある

方の利用に配慮した整備に努めます。 

 日立市公共施設マネジメント基本方針、

日立市公共施設トイレ整備計画等の推

進 

 茨城県ひとにやさしいまちづくり条例

の推進 
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(2) 移動手段のバリアフリー 
内容 主な取組 

障害のある方が、安心して移動できる

よう、道路の整備や補修などに当たって

は、十分な歩道スペースの確保、障害物

の除去、段差や傾斜の解消を図るととも

に、点字ブロック等の設置を推進します。 

 交通バリアフリー推進事業 

 茨城県ひとにやさしいまちづくり条例

の推進 

日立市交通バリアフリー基本構想に基

づき、公共交通機関を始めとした移動手

段のバリアフリー化を推進します。 

 交通バリアフリー推進事業 

路線バス運行事業者に対して、ノンス

テップバス導入への支援を行い、障害の

ある方が利用しやすい環境の整備を促進

します。 

 日立市ノンステップバス導入補助事業 

車いす等に対応可能な福祉タクシーの利用

希望が多いため、タクシー事業者に対して、

福祉タクシーの導入や維持費等について支援

し、福祉タクシーの運行を促進します。 

 日立市福祉タクシー運営費補助事業 

 

(3) 情報バリアフリー 
内容 主な取組 

視覚や聴覚、上肢などの障害により、

情報の入手やコミュニケーションが困難

な方の日常生活の向上を図るため、文書

読み上げ装置や情報通信支援用具等にか

かる購入費用の支援を行います。 

 (拡)日常生活用具給付事業 

障害のある方が、急病などの緊急時に

速やかに正確な情報を発信できるよう、

緊急通報装置の設置やＮｅｔ１１９緊急

通報システムの活用などを推進します。 

 緊急通報システム事業 

 Ｎｅｔ１１９緊急通報システム 

窓口に手話通訳者を設置するととも

に、聴覚に障害のある方が、窓口でなく

ても必要な手続きを円滑に行えるよう、

ビデオ通話による手話通訳システムの活

用を促進します。 

 市役所窓口への手話通訳者の設置 

 (新)ビデオ通話による手話同時通訳 

 (新)オンライン相談 
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内容 主な取組 

視覚や聴覚に障害のある方とのコミュ

ニケーション手段を確保するため、点字

や手話の研修会を開催し、点訳奉仕員や

手話奉仕員の養成に努めます。 

 点字研修会 

 手話奉仕員養成研修事業 

視覚や聴覚に障害のある方が市報等の

情報を、容易に取得できるよう努めます。 

 点字・声の市報 

 情報発信方法の検討 
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基本施策２ 防災・防犯対策の推進 

 現状と課題  

○ アンケート調査では、台風や地震などの災害の際に自力で避難ができない人の割合

が 28.1％となっています。 

また、災害時に困ることとして、「投薬や治療が受けられない」、「避難所の生活環境

（衣食住など）の心配がある」、「避難所の設備（トイレなど）に不安がある」等が挙

げられています。 

○ 台風や地震などの災害が発生した際に、障害があっても、安全に避難等が行えると

ともに、安心して避難生活が送れるよう、避難に関する支援体制を充実させる必要が

あります。 

○ 障害のある方が、消費者トラブルや犯罪に巻き込まれ、被害に遭うことがないよう、

必要な情報を提供し、注意喚起を行う必要があります。 

   施  策   

(1) 防災対策の充実 
内容 主な取組 

災害発生後にも、必要な福祉サービス等

が受けられるよう、事業所等との連携強化

や、日立市障害者共同生活援助施設におけ

る緊急一時保護の活用など、体制の整備に

努めます。 

 (新)日立市障害者基幹相談支援センター 

 (新)日立市障害者共同生活援助施設(地域

生活支援拠点） 

災害発生時又はそのおそれがある場合、

障害のある方に対して正確な情報を伝達

し、速やかに適切な行動を促すため、避難

行動要支援者名簿やあんしん・安全ネット

ワークを活用するなど体制の整備を図り

ます。 

 避難行動要支援者名簿の管理と啓発 

 あんしん・安全ネットワーク事業（日立

市社会福祉協議会） 

障害のある方が、必要な物資を含め、障

害特性に応じた適切な支援を得られるよ

う、福祉避難所や一般避難所に福祉避難室

を設置し、災害時の体制の整備を図りま

す。 

 (拡)福祉避難所の拡充 

 福祉避難室の設置検討 
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(2) 防犯体制の推進 
内容 主な取組 

警察、事業者等と連携し、注意喚起や情

報の共有を図り、犯罪被害の防止と早期発

見に努めます。 

 各種メディア等を活用した注意喚起の

実施 

消費者トラブルに関する情報を収集し、

積極的な発信を行うとともに、その被害か

らの救済に関する必要な情報提供を行い、

障害のある方の消費者トラブルを防止し

ます。 

 各種メディア等を活用した注意喚起の

実施 

 障害福祉サービス事業者等に対する情

報提供 
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第５章 障害福祉サービス等の見込量と確保策 
１ 障害福祉サービス 
(1) 訪問系サービス 

ア 居宅介護  

日常生活を送る上で、入浴や排せつなどの身体介護及び食事の準備や掃除などの家事

援助を必要とする障害者に、ヘルパーを派遣するサービスです。 

【利用実績】  
平成 30 年度 

（2018 年度） 
令和元年度 

（2019 年度） 
令和２年度 

（2020 年度） 

利用者数（人） 見込量 175 185 195 

利用実績 155 163 169 

利用時間（時間） 見込量 37,664 39,888 42,084 

利用実績 36,950 35,665 35,451 

利用者数、利用時間ともに見込量を下回っています。 

利用者数は、ゆるやかに増加していますが、一人当たりの利用時間は減少傾向に転じ

ています。 

【サービス基盤の現状】 

市内には、13 事業所があり、市内全体に提供事業所がバランス良く分散しており、

派遣範囲も市内全域をカバーできています。しかしながら、ヘルパーが不足しており、

利用者への柔軟な対応や新規利用者の受入れが困難になっています。 

【市内】13 事業所 

【市外】08 事業所 ※日立市からの利用実績がある事業所 

【見込量】 

 令和３年度 
（2021 年度） 

令和４年度 
（2022 年度） 

令和５年度 
（2023 年度） 

利用者数（人） 174 178 183 

利用時間（時間） 36,413 37,400 38,415 

【今後の対応】 

今後の需要の伸びに対応するため、既存のサービス提供事業者の事業拡充や新規事業

者の参入を促し、サービス提供体制を整備します。 

また、引き続き、ヘルパーの人材確保や資質向上等の課題に対応するため、事業者  

向けの研修会等を実施し、利用者のニーズにあった適切なサービスの提供及びサービス

内容の向上に努めます。 
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イ 重度訪問介護  

重度の肢体不自由や行動上著しい困難を有し、常に介護を必要とする障害者にヘルパ

ーを派遣し、自宅で入浴や排せつ、食事などの介護、外出時の移動支援などを総合的に

行うサービスです。 

【利用実績】  
平成 30 年度 

（2018 年度） 
令和元年度 

（2019 年度） 
令和２年度 

（2020 年度） 

利用者数（人） 見込量 27 28 29 

利用実績 27 25 19 

利用時間（時間） 見込量 11,279 11,760 12,180 

利用実績 15,257 14,883 9,376 

利用者数は、見込量を下回っており、減少傾向にあります。 

また、利用時間については、見込量を上回る利用がありましたが、利用者数同様に  

減少傾向にあります。 

【サービス基盤の現状】 

サービスの提供事業所は、市内全域にバランス良く点在しており、派遣範囲も市内 

全域をカバーできています。 

しかしながら、ヘルパーの不足等により、実際にサービス提供体制が整っているのは

２事業所にとどまっています。このため、新規利用者の受入れが困難となっています。 

【市内】13 事業所 

【市外】02 事業所 ※日立市からの利用実績がある事業所 

【見込量】 

 令和３年度 
（2021 年度） 

令和４年度 
（2022 年度） 

令和５年度 
（2023 年度） 

利用者数（人） 20 21 22 

利用時間（時間） 9,733 10,103 10,487 

【今後の対応】 

今後、利用者数の大幅な増加は見込まれませんが、新規利用者の受入れが可能となる

よう、既存のサービス提供事業者の事業拡充や新規事業者の参入を促し、サービス提供

体制の拡充に努めます。 

また、居宅介護と同様にヘルパーの人材確保や資質向上等の課題に対応するため、 

事業者向けの研修会等を実施し、利用者のニーズにあったサービスの提供に努めます。 
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ウ 同行援護  

視覚障害により、外出時の移動が困難な障害者にヘルパーを派遣するサービスです。 

【利用実績】  
平成 30 年度 

（2018 年度） 
令和元年度 

（2019 年度） 
令和２年度 

（2020 年度） 

利用者数（人） 見込量 25 25 25 

利用実績 22 19 19 

利用時間（時間） 見込量 2,830 2,830 2,830 

利用実績 2,072 1,718 1,575 

利用者数、利用時間ともに見込量を下回っています。 

利用者数、利用時間とも減少しており、一人当たりの利用時間も減少傾向にあります。 

【サービス基盤の現状】 

サービスを提供するヘルパーは、「同行援護従事者養成研修」を受講するなどの要件

が必要です。 

市内には７事業所ありますが、同行援護に対応できるヘルパーが不足しており、利用

者への柔軟な対応や新規利用者の受入が困難になっています。 

【市内】７事業所 

【市外】利用実績がある事業所はありませんでした。 

【見込量】 

 令和３年度 
（2021 年度） 

令和４年度 
（2022 年度） 

令和５年度 
（2023 年度） 

利用者数（人） 20 20 20 

利用時間（時間） 1,656 1,656 1,656 

【今後の対応】 

視覚障害者の同行援護に関する専門的な知識及び技術を備えたヘルパーを確保し、 

適正にサービスを提供できる体制の整備に努めます。 
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エ 行動援護  

重度の知的障害や精神障害により、単独での行動が困難で、常に介護を必要とする 

障害者に対してホームヘルパーを派遣し、外出時の危険を回避するために必要な援助や

移動支援を行うサービスです。 

【利用実績】 

 平成 30 年度 
（2018 年度） 

令和元年度 
（2019 年度） 

令和２年度 
（2020 年度） 

利用者数（人） 見込量 3 3 3 

利用実績 0 0 0 

利用時間（時間） 見込量 684 684 684 

利用実績 0 0 0 

利用実績はありませんでした。 

【サービス基盤の現状】 

サービスを提供するヘルパーは、「行動援護従事者養成研修」を受講するなどの要件

が必要です。 

行動援護に対応できるヘルパーの数が不足しており、体制が整っていないことなど 

から、利用の実績がないものと推測されます。 

【市内】１事業所 

【市外】利用実績がある事業所はありませんでした。 

【見込量】 

 令和３年度 
（2021 年度） 

令和４年度 
（2022 年度） 

令和５年度 
（2023 年度） 

利用者数（人） 3 3 3 

利用時間（時間） 684 684 684 

【今後の対応】 

居宅介護事業所に対し、行動援護に対応可能なホームヘルパーの配置及び育成を促し

ます。 

また、今後は障害者とその保護者等の高齢化などにより家族支援が困難となることが

推測されるため、行動援護サービスの周知や利用促進を図ります。 
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オ 重度障害者等包括支援  

居宅介護や短期入所などの複数の障害福祉サービスを組み合わせて、１事業者が常に

介護を必要とする重度の障害者を総合的に支援するサービスです。 

【利用実績】  
平成 30 年度 

（2018 年度） 
令和元年度 

（2019 年度） 
令和２年度 

（2020 年度） 

利用者数（人） 見込量 1 2 3 

利用実績 0 0 0 

利用実績はありませんでした。 

【サービス基盤の現状】 

重度の心身障害者に対して、訪問や短期入所などの異なるサービスを緊急時に臨機 

応変に対応しなければならないことから、１事業者において複数のサービスを提供でき

る体制であることが必要です。 

県内に指定事業者がなく、サービス提供体制が整っていません。 

【見込量】 

 令和３年度 
（2021 年度） 

令和４年度 
（2022 年度） 

令和５年度 
（2023 年度） 

利用者数（人） 1 2 3 

利用時間（時間） 252 504 756 

【今後の対応】 

今後は、障害の更なる重度化や高齢化等に応じた、多様で包括的な支援が求められま

す。既存のサービス提供事業者の事業拡大や新規事業者の参入により、市内及び広域圏

におけるサービス提供体制の整備を促進します。 
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(2) 日中活動系サービス 

ア 生活介護  

常に介護を必要とする障害者に、主に日中、施設において入浴や排せつ、食事の介助

や創作的活動などの機会を提供するサービスです。 

【利用実績】  
平成 30 年度 

（2018 年度） 
令和元年度 

（2019 年度） 
令和２年度 

（2020 年度） 

利用者数（人） 見込量 393 407 421 

利用実績 377 382 391 

利用日数（日） 見込量 96,988 105,275 113,580 

利用実績 87,473 88,560 92,014 

利用者数、利用日数ともに見込量を下回っているものの、緩やかに増加しています。 

一人当たりの利用日数は、ほぼ横ばいとなっています。 

【サービス基盤の現状】 

前計画期間中に、新たに２事業所が指定を受け、既存の事業所とあわせて必要量を 

提供できる体制が整っています。 

【市内】09 事業所 

【市外】76 事業所 ※日立市からの利用実績がある事業所 

【見込量】 

 令和３年度 
（2021 年度） 

令和４年度 
（2022 年度） 

令和５年度 
（2023 年度） 

利用者数（人） 398 407 415 

利用日数（日） 94,025 96,080 98,180 

【今後の対応】 

障害の重度化や高齢化に伴い、生活支援及び日中活動の場として、ニーズがさらに 

高まっていくことが推測されることから、引き続き既存のサービス提供事業者の事業  

拡大や新規事業者の参入により、サービス提供体制の整備を促進します。 

また、サービス提供事業者に対して、職員の人材確保や送迎サービス等の実施を促す

など、サービス内容の充実を図り、利用者のニーズにあった適切なサービスの提供及び

サービスの質の向上に努めます。 
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イ 自立訓練  

① 機能訓練  身体障害者に対して、身体機能や生活能力向上のために、一定期間、  

理学療法や作業療法（身体的リハビリテーションや歩行訓練等）、その他

の必要な訓練を行うサービスです。 

② 生活訓練  知的障害者又は精神障害者に対して、生活能力の維持・向上のために、

一定期間、食事や家事などの日常生活能力を向上するための訓練を行う 

サービスです。 

【利用実績】  
平成 30 年度 

（2018 年度） 
令和元年度 

（2019 年度） 
令和２年度 

（2020 年度） 

機能訓練 利用者数（人） 見込量 4 8 12 

利用実績 3 4 8 

利用日数（日） 見込量 672 1,728 2,880 

利用実績 500 623 758 

生活訓練 利用者数（人） 見込量 22 27 32 

利用実績 11 9 17 

利用日数（日） 見込量 3,066 3,214 3,371 

利用実績 1,609 1,562 3,445 

機能訓練は、利用者数、利用日数ともに増加しています。 

生活訓練は、利用者数、利用日数の増減にばらつきがみられますが、一人当たりの  

利用日数は増加傾向にあります。 

【サービス基盤の現状】 

市内のサービス提供事業所は、機能訓練を提供する１事業所のみであり、生活訓練に

ついては、市内に事業所がないため、サービス提供体制が整っていません。 

① 機能訓練【市内】１事業所、【市外】１事業所 ※日立市からの利用実績がある事業所 

② 生活訓練【市内】未整備、【市外】５事業所 ※日立市からの利用実績がある事業所 

【見込量】 

 令和３年度 
（2021 年度） 

令和４年度 
（2022 年度） 

令和５年度 
（2023 年度） 

機能訓練 
利用者数（人） 11 16 22 

利用日数（日） 1,126 1,673 2,486 

生活訓練 
利用者数（人） 19 20 22 

利用日数（日） 3,767 4,120 4,506 

【今後の対応】 

機能訓練、生活訓練とも、障害者支援施設及び医療機関からの退所退院に伴う地域 

生活移行を円滑に推進するために重要なサービスであり、今後、ニーズも高まってくる

ものと推測されます。 

今後の需要の伸びに対応するため、既存のサービス提供事業者の事業拡大や新規事業

者の参入により、サービス提供体制の整備を促進します。 
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ウ 就労移行支援  

一般企業等での就労を希望する障害者に、就労支援施設において、就労に必要な知識

の習得や能力向上のための訓練を一定期間（標準利用期間２年間）行うサービスです。 

【利用実績】  
平成 30 年度 

（2018 年度） 
令和元年度 

（2019 年度） 
令和２年度 

（2020 年度） 

利用者数（人） 見込量 83 85 89 

利用実績 53 47 33 

利用日数（日） 見込量 15,216 15,420 15,528 

利用実績 9,896 8,950 7,330 

利用者数、利用日数ともにやや減少傾向で、ともに見込量を下回っています。 

【サービス基盤の現状】 

前計画期間中に、新たに３事業所が指定を受け、既存の事業所とあわせて必要量を 

提供できる体制が整っています。 

【市内】10 事業所 

【市外】23 事業所 ※日立市からの利用実績がある事業所 

【見込量】 

 令和３年度 
（2021 年度） 

令和４年度 
（2022 年度） 

令和５年度 
（2023 年度） 

利用者数（人） 28 24 21 

利用日数（日） 6,437 5,653 4,965 

【今後の対応】 

標準利用期間が設定されているサービスであり、標準利用期間終了後に、一般就労を

したり、他のサービスへ利用を切り替えること等により、利用者数は減少傾向にあり 

ます。 

しかしながら、一般就労へ向けた、より専門的支援を行う重要なサービスであり、  

潜在的なニーズは高いサービスであると推測されるため、引き続きニーズの把握に  

努めるとともに、サービスの周知を徹底し、利用促進を図ります。また、支援内容の  

向上及び支援体制の充実を推進します。 

なお、一般就労への移行者数については、国の基本指針に基づき、令和元年度の実績

（１人）の 1.27 倍（１人以上）を目標とします。 
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エ 就労継続支援（Ａ型・Ｂ型） 

一般企業等での就労が困難な障害者に対し、就労機会の提供や生産活動、日中の活動

の機会を提供するサービスです。 

① 就労継続支援Ａ型  一般企業等での就労が困難な６５歳未満の方に、雇用契約に

基づく就労の機会を提供するとともに、一般就労に必要な知識

の習得及び能力の向上のために必要な訓練を行います。 

② 就労継続支援Ｂ型  一般企業等での就労が困難な方に、働く場を提供するととも

に、福祉的な作業を通じて、必要な知識の習得及び能力の向上

のための訓練を行います。 

【利用実績】  
平成 30 年度 

（2018 年度） 
令和元年度 

（2019 年度） 
令和２年度 

（2020 年度） 

Ａ型 利用者数（人） 見込量 126 142 158 

利用実績 136 152 177 

利用日数（日） 見込量 29,500 32,209 35,030 

利用実績 31,979 34,943 40,883 

Ｂ型 利用者数（人） 見込量 380 426 471 

利用実績 332 372 407 

利用日数（日） 見込量 88,201 102,535 116,824 

利用実績 69,697 77,430 88,270 

A 型は、利用者数、利用日数ともに見込量を上回って増加しています。 

B 型は、利用者数、利用日数ともに見込量を下回っていますが、ゆるやかに増加して

います。 

【サービス基盤の現状】 

前計画期間中に、新たに 12 事業所(A 型：４事業所、B 型：８事業所)が指定を受け、

既存の事業所とあわせて、必要量を提供できる体制が整っています。多くの事業所が、

直近の受入体制に余裕があります。 

① 就労継続支援Ａ型 【市内】08 事業所 

【市外】07 事業所 ※日立市からの利用実績がある事業所 

② 就労継続支援Ｂ型 【市内】23 事業所  

【市外】53 事業所 ※日立市からの利用実績がある事業所 

【見込量】 

 令和３年度 
（2021 年度） 

令和４年度 
（2022 年度） 

令和５年度 
（2023 年度） 

Ａ型 
利用者数（人） 224 284 359 

利用日数（日） 50,940 63,470 79,083 

Ｂ型 
利用者数（人） 440 476 514 

利用日数（日） 95,856 104,094 113,040 
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【今後の対応】 

A 型事業所の利用者数は大幅に増加しており、今後も増加していくものと推測され 

ますが、新規事業所の開設により、サービス提供体制も拡充されたことから、引き続き

利用を促進するとともに、サービス提供事業者に対しては、労働に対する賃金が適正に

支払われているかを確認する等、健全な運営体制の推進を図ります。 

また、Ｂ型事業所の利用者については、障害の重度化や高齢化などにより、生産活動

が困難になった方を生活介護などのサービスへ適正に移行するよう努めるとともに、 

工賃向上の取組や日中活動の場としてサービスの質の向上を図ります。 

なお、一般就労への移行者数については、国の基本指針に基づき、A 型事業所は令和

元年度の実績（21 人）の 1.2６倍（26 人）、B 型事業所は令和元年度の実績（２人）

の 1.2３倍（２人以上）を目標とします。 

 

 

オ 就労定着支援  

一般就労している障害者が、就労に伴う環境変化により、生活面の課題が生じた場合

に対応するため、就労定着に向けて事業所・家族との連携調整や、それに伴う課題解決

に向けて必要となるサービスです。 

【利用実績】  
平成 30 年度 

（2018 年度） 
令和元年度 

（2019 年度） 
令和２年度 

（2020 年度） 

利用者数（人） 見込量 12 24 36 

利用実績 1 2 2 

利用者数は、見込量を大きく下回っていますが、ゆるやかに増加しています。 

【サービス基盤の現状】 

市内に事業所がないため、市外の事業所に依存している状況です。 

【市内】未整備 

【市外】２事業所 ※日立市からの利用実績がある事業所 

【見込量】 

 令和３年度 
（2021 年度） 

令和４年度 
（2022 年度） 

令和５年度 
（2023 年度） 

利用者数（人） 3 4 6 

【今後の対応】 

障害者の一般就労に伴う生活上の支援ニーズは、より多様化し、かつ増加すると推測

されます。 

今後は、既存のサービス提供事業者の事業拡充や新規事業者の参入を促し、サービス

提供体制の整備に努めるとともに、就労定着支援の周知を図り、利用を促進します。 
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カ 療養介護  

医療機関において、医療と常時介護を必要とする障害者に、主として昼間において 

機能訓練や療養上の管理、看護、介護や日常生活上の支援をするサービスです。 

【利用実績】  
平成 30 年度 

（2018 年度） 
令和元年度 

（2019 年度） 
令和２年度 

（2020 年度） 

利用者数（人） 見込量 21 21 21 

利用実績 19 18 19 

利用日数（日） 見込量 7,594 7,594 7,594 

利用実績 6,842 6,567 7,079 

利用者数、利用日数ともに見込量を下回っています。 

利用者数は横ばいですが、利用日数は増加しています。 

【サービス基盤の現状】 

市内に事業所がないため、市外の事業所（医療機関）に依存している状況です。 

【市内】未整備 

【市外】５事業所 ※日立市からの利用実績がある事業所 

【見込量】 

 令和３年度 
（2021 年度） 

令和４年度 
（2022 年度） 

令和５年度 
（2023 年度） 

利用者数（人） 19 19 19 

利用日数（日） 7,172 7,246 7,320 

【今後の対応】 

対象者が限られるサービスであることから、急激な需要の伸びは見込まれませんが、

引き続き、対象者に対する情報提供に努め、利用の促進を図ります。 

サービス提供体制の整備についても、今後の動向を見極めながら検討していきます。 

 

 

 

キ 短期入所（福祉型・医療型） 

① 福祉型 障害支援区分が区分１以上である障害者の家族等が、仕事や病気などの 

理由で介護できない場合に、短期間、障害者を施設において、24 時間体制

で介護するサービスです。 

② 医療型 療養介護者及び重症心身障害者等の家族等が、仕事や病気などの理由で 

介護できない場合に、短期間、障害者を施設において、24 時間体制で介護

するサービスです。 
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【利用実績】  
平成 30 年度 

（2018 年度） 
令和元年度 

（2019 年度） 
令和２年度 

（2020 年度） 

福祉型 利用者数（人） 見込量 67 94 111 

利用実績 52 44 37 

利用日数（日） 見込量 10,182 12,301 14,409 

利用実績 6,907 5,121 3,797 

医療型 利用者数（人） 見込量 6 7 8 

利用実績 4 4 4 

利用日数（日） 見込量 308 312 316 

利用実績 354 519 761 

福祉型は、利用者数、利用日数ともに見込量を下回っており、減少しています。 

医療型は、利用者数は見込量を下回っているものの、利用日数は見込量を大きく  

上回っており、増加しています。 

【サービス基盤の現状】 

前計画期間中に、新たに１事業所(福祉型) が指定を受け、サービス提供体制が拡充

されました。 

一方、医療型については、市内に事業所がないため、市外の事業所に依存している  

状況ですが、常に満床で受入れが難しい状況となっており、必要量を提供できる体制が

整っていません。 

① 福祉型 【市内】４事業所 【市外】16 事業所 

② 医療型  【市内】未整備  【市外】01 事業所 

【見込量】 

 令和３年度 
（2021 年度） 

令和４年度 
（2022 年度） 

令和５年度 
（2023 年度） 

福祉型 
利用者数（人） 41 46 51 

利用日数（日） 4,200 4,716 5,232 

医療型 
利用者数（人） 5 6 8 

利用日数（日） 956 1,202 1,511 

【今後の対応】 

利用者数は微増傾向と推測します。家族の急病などの緊急時の対応や家族のレス  

パイト等に対応するサービスとして重要であり、今後、障害の重度化や高齢化等に伴い、

ニーズが高まってくることが推測されるため、引き続き障害者支援施設や医療機関、 

グループホーム等に対し、事業拡充や新規参入を促し、サービス提供体制の整備に努め

ます。 

  



 

-67- 

 

(3) 居住支援系サービス 

ア 自立生活援助  

施設入所支援や共同生活援助（グループホーム）を利用した後、一人暮らしを希望  

する障害者に対し、一定期間にわたり、定期的な巡回訪問や随時の対応により、円滑  

な地域生活に向けた相談・援助等を行うサービスです。 

【利用実績】  
平成 30 年度 

（2018 年度） 
令和元年度 

（2019 年度） 
令和２年度 

（2020 年度） 

利用者数（人） 見込量 2 4 5 

利用実績 0 0 0 

利用実績はありませんでした。 

【サービス基盤の現状】 

市内に事業所がないため、サービス提供体制が整っていません。 

【見込量】 

 令和３年度 
（2021 年度） 

令和４年度 
（2022 年度） 

令和５年度 
（2023 年度） 

利用者数（人） 1 2 3 

【今後の対応】 

サービス提供体制が整っていないため、現状において利用者がいませんが、今後、  

障害者の地域移行を推進し、地域での一人暮らしを希望する障害者にとって、適時  

適切な支援を行う自立生活援助は重要であり、今後のニーズの高まりも予想されること

から、サービス提供体制の整備に努めるとともに、自立生活援助サービスの周知を図り、

利用の促進に努めます。 

 

 

 

イ 共同生活援助（グループホーム） 

自宅にかわる住居として、主に夜間において、家事等の日常生活上の援助などを行う

ことにより、障害者が地域で共同生活を営むことを支援するサービスです。 

【利用実績】  
平成 30 年度 

（2018 年度） 
令和元年度 

（2019 年度） 
令和２年度 

（2020 年度） 

利用者数（人） 見込量 244 268 293 

利用実績 223 243 244 

利用者数は、見込量を下回っていますが、増加しています。 
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【サービス基盤の現状】 

前計画期間中に、新たに６事業所が指定を受け、サービス提供体制が拡充されまし  

たが、ニーズの高いサービスであることから、更なるサービス提供体制の拡充が必要で

す。 

【市内】20 事業所 

【市外】62 事業所 ※日立市からの利用実績がある事業所 

【見込量】 

 令和３年度 
（2021 年度） 

令和４年度 
（2022 年度） 

令和５年度 
（2023 年度） 

利用者数（人） 264 286 308 

【今後の対応】 

新たな事業者が参入し、サービス提供体制が拡充されつつありますが、利用希望者も

大幅に増加しており、更なるサービス提供体制の整備が必要です。 

引き続き、施設入所者や長期入院患者等の地域生活への移行を推進するため、また、

既に地域で生活している入居待機者などの新たな生活の場となるよう、既存のサービス

事業者の事業拡大や新規事業者の参入により、需要に応えるサービス提供体制の整備を

促進します。 

 

 

 

ウ 施設入所支援  

家族の事情により、自宅での介護等が困難な障害者を、入所施設において日中の生活

介護のほか、主に夜間の入浴や排せつ、食事の介助等をするサービスです。 

【利用実績】  
平成 30 年度 

（2018 年度） 
令和元年度 

（2019 年度） 
令和２年度 

（2020 年度） 

利用者数（人） 見込量 204 204 204 

利用実績 212 212 215 

利用者数は見込量を上回っていますが、横ばいで推移しています。 

【サービス基盤の現状】 

市内外、いずれの施設も空きがないため、サービスを利用するためには、入所待機をす

る必要があるなど、必要量を提供できる体制は不十分ですが、国において、地域生活への

移行を推進していることから、新たな障害者支援施設の整備は難しい状況にあります。 

【市内】01 事業所 

【市外】51 事業所 ※日立市からの利用実績がある事業所  
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【見込量】 

 令和３年度 
（2021 年度） 

令和４年度 
（2022 年度） 

令和５年度 
（2023 年度） 

利用者数（人） 219 225 228 

【今後の対応】 

国の基本方針では、令和５年度末までに、令和元年度末時点の施設入所者数の 6.0％

以上を地域生活に移行し、1.6％以上削減することとなっています。 

一方で、障害の重度化や高齢化等によって、グループホームでの受入れや自宅での 

介護等が困難であるといった理由により、施設を退所することが困難な事例も少なくあ

りません。 

このため、施設入所支援を真に必要とする障害者がサービスを利用できるよう、障害

者本人や家族の状況を見極めながら、地域移行、又は施設入所の支援を図っていきます。 

また、現在、自宅などの地域で生活している入所待機者や施設入所希望者に対しては、

引き続き、地域で生活を送ることを視野に入れて、グループホームの利用などの情報を

提供します。 

 

 

 

エ 地域生活支援拠点等の整備及び機能の充実  

国の基本的理念では、地域生活支援の拠点等の整備に当たっては、地域生活に対する

安心感を担保し、自立した生活を希望する障害者に対する支援等を進めるために、地域

生活への移行、親元からの自立等に係る相談、一人暮らし、グループホームへの入居等

の体験の機会及び場の提供、緊急時の受入対応体制の確保、人材の確保・養成・連携等

による専門性の確保並びにサービス拠点の整備及びコーディネーターの配置等による

地域の体制づくりを行う機能を求めるとしています。 

本市では、令和２年４月に日立市障害者共同生活援助施設を開設し、日立市基幹相談

支援センターを軸とする地域生活支援拠点の供用を開始し、グループホーム入居体験、

短期入所及び緊急一時保護を実施しています。今後はその運用状況を検証・検討して 

いきます。 

【見込量】 

 令和３年度 
（2021 年度） 

令和４年度 
（2022 年度） 

令和５年度 
（2023 年度） 

運用状況の検証及び

検討（回） 
1 1 1 
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(4) 相談支援 

ア 計画相談支援  

障害福祉サービスを利用する障害者に対し、サービス等利用計画の作成や、サービス

等の利用状況の検証（モニタリング）を行い、事業者等との連絡調整などを行う    

サービスです。 

【利用実績】  
平成 30 年度 

（2018 年度） 
令和元年度 

（2019 年度） 
令和２年度 

（2020 年度） 

利用者数（人） 見込量 1,331 1,350 1,390 

利用実績 1,017 1,069 1,182 

利用者数は見込量を下回っていますが、大幅に増加しています。 

【サービス基盤の現状】 

前計画期間中に、新たに４事業所が指定を受けましたが、相対的な相談支援専門員の

数は増えておらず、必要量を提供できる体制は十分ではありません。 

【市内】13 事業所 

【市外】73 事業所 ※日立市からの利用実績がある事業所 

【見込量】 

 令和３年度 
（2021 年度） 

令和４年度 
（2022 年度） 

令和５年度 
（2023 年度） 

利用者数（人） 1,308 1,447 1,601 

【今後の対応】 

利用者数が大幅に増加している状況を踏まえ、今後の需要の伸びに対応するため、 

既存のサービス提供事業者の事業拡充や新規事業者の参入を促し、計画相談支援事業者

の指定によるサービスの提供体制の整備に努めるとともに、障害福祉サービスを利用 

する方に対して、障害に応じた適切なサービスが提供できるよう、相談支援専門員の  

確保と質の向上により相談支援体制の充実を促進します。 
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イ 地域相談支援  

① 地域移行支援  障害者支援施設や精神科医療機関等を退所・退院する障害者に対し、

住居の確保その他、地域生活に移行するために必要な相談や関係機関

との調整等を行うサービスです。 

② 地域定着支援  施設・病院から退所・退院し、地域における生活の不安を解消し、

円滑な日常生活が継続して送れるよう、居宅において単身で生活して

いる障害者等に対し、常時連絡体制を確保し、緊急事態等の相談・  

訪問等を行うサービスです。 

【利用実績】 

 平成 30 年度 
（2018 年度） 

令和元年度 
（2019 年度） 

令和２年度 
（2020 年度） 

地域移行支援 利用者数

（人） 

見込量 5 5 5 

利用実績 0 0 0 

地域定着支援 利用者数

（人） 

見込量 2 3 4 

利用実績 0 0 0 

地域移行支援、地域定着支援ともに利用実績はありませんでした。 

【サービス基盤の現状】 

現在、市内に２事業所が整備されていますが、対応する相談支援専門員の数が不足 

しており、新規の受入れが困難な状況です。 

【市内】２事業所 

【市外】利用実績がある事業所はありませんでした。 

【見込量】 

 令和３年度 
（2021 年度） 

令和４年度 
（2022 年度） 

令和５年度 
（2023 年度） 

地域移行支援 利用者数（人） 5 5 5 

地域定着支援 利用者数（人） 2 3 4 

【今後の対応】 

サービス提供体制が整っていないため、現状において利用者がいませんが、障害者の

地域移行を推進するために重要なサービスであることから、相談支援専門員の確保や 

育成等によりサービス提供体制の整備に努めます。 

また、引き続きニーズの把握に努めるとともに、障害者支援施設や医療機関等との 

連携の下、対象者に情報を提供し、利用の促進を図ります。 
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(5) 障害児通所支援及び障害児相談支援 

ア 児童発達支援  

発達に遅れのある未就学児に対して、通所により、日常生活における基本的な動作の

指導、集団生活への適応訓練等を行うサービスです。 

【利用実績】 

 平成 30 年度 
（2018 年度） 

令和元年度 
（2019 年度） 

令和２年度 
（2020 年度） 

利用者数（人） 
見込量 58 61 64 

利用実績 85 100 108 

利用日数（日） 
見込量 3,541 3,660 3,768 

利用実績 6,901 7,174 7,899 

利用者数、利用日数ともに見込量を大きく上回っており、増加傾向にあります。 

【サービス基盤の現状】 

前計画期間中に、新たに１事業所が指定を受けました。 

幼児期等における発達の遅れや障害に対する不安の解消などに関するサービス  

提供者の専門性が求められます。利用者は、児童発達支援だけでなく、発達の遅れや  

障害の特性に応じて受け入れてくれる、地域の幼稚園や保育園などを選択する傾向が 

あります。市内及び市外の事業所の新規受入体制には余裕があります。 

【市内】10 事業所 

【市外】08 事業所 ※日立市からの利用実績がある事業所 

【見込量】 

 令和３年度 
（2021 年度） 

令和４年度 
（2022 年度） 

令和５年度 
（2023 年度） 

利用者数（人） 113 117 122 

利用日数（日） 8,563 9,282 10,062 

【今後の対応】 

サービス提供体制の整備は進んでおり、需要に応えられると推測されますが、今後は、

幼児期等における発達の遅れや障害に対する保護者の不安の解消に向けて、より専門性

の高いサービスを提供するために、人材育成等を始め、職員の質の向上を図ります。 

さらには、引き続きニーズの把握に努めるとともに、対象者への情報提供を行うこと

により、利用の促進を図ります。 
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イ 医療型児童発達支援  

医療を必要とする未就学児に対して、通所により、日常生活における基本的な動作の

指導、集団生活への適応訓練等を行うサービスです。 

【利用実績】 

 平成 30 年度 
（2018 年度） 

令和元年度 
（2019 年度） 

令和２年度 
（2020 年度） 

利用者数（人） 
見込量 1 2 3 

利用実績 0 0 0 

利用実績はありませんでした。 

【サービス基盤の現状】 

県内に指定事業所がなく、サービス提供体制が整っていません。 

【見込量】 

 令和３年度 
（2021 年度） 

令和４年度 
（2022 年度） 

令和５年度 
（2023 年度） 

利用者数（人） 1 2 3 

利用日数（日） 96 192 288 

【今後の対応】 

対象者が限られるサービスであり、需要が少ないものと推測されますが、引き続き 

ニーズの把握に努めます。 

また、国の方針に基づき、医療的ケアを要する障害児が適切な支援を受けられるよう

保健・医療・福祉等の連携を促進します。 
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ウ 放課後等デイサービス  

就学児に対して、放課後や長期休業中において、生活能力向上のための訓練等を行う

とともに、放課後等の居場所づくりとして行うサービスです。 

【利用実績】 

 平成 30 年度 
（2018 年度） 

令和元年度 
（2019 年度） 

令和２年度 
（2020 年度） 

利用者数（人） 
見込量 304 324 324 

利用実績 208 218 215 

利用日数（日） 
見込量 23,496 24,972 24,972 

利用実績 29,183 30,727 31,034 

利用者数は見込量を下回っていますが、利用日数は見込量を上回っています。一人 

当たりの利用日数が増加傾向にあります。 

【サービス基盤の現状】 

前計画期間中に、新たに２事業所が指定を受けました。 

送迎サービス等により、近隣市町村の事業所の利用も増加しています。市内の事業所

の新規受入体制には余裕があり、サービス提供体制は整っています。 

【市内】13 事業所 

【市外】26 事業所 ※日立市からの利用実績がある事業所 

【見込量】 

 令和３年度 
（2021 年度） 

令和４年度 
（2022 年度） 

令和５年度 
（2023 年度） 

利用者数（人） 235 256 280 

利用日数（日） 38,258 47,165 58,144 

【今後の対応】 

サービス提供体制の整備は進んでいますが、今後の需要の伸びも見込まれるため、 

引き続き、サービス提供体制の整備に努めます。 

また、対象者に情報を提供し、利用の促進を図るとともに、サービス提供事業者の  

専門性や質の向上を図ります。 
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エ 保育所等訪問支援  

保育園、幼稚園、小学校等に在籍している障害のある児童が集団生活に適応すること

ができるよう、訪問支援員が保育園等を訪問し、児童や担当保育士等に対して、障害児

の身体及び精神の状況並びにその置かれている環境に応じた適切かつ効果的な支援を

行うサービスです。 

【利用実績】 

 平成 30 年度 
（2018 年度） 

令和元年度 
（2019 年度） 

令和２年度 
（2020 年度） 

利用者数（人） 
見込量 1 2 3 

利用実績 0 0 1 

令和元年度までは実績がありませんでしたが、令和２年度に利用実績がありました。 

【サービス基盤の現状】 

市内に事業所がないため、市外の事業所に依存している状況です。 

【市内】未整備 

【市外】１事業所 ※日立市からの利用実績がある事業所 

【見込量】 

 令和３年度 
（2021 年度） 

令和４年度 
（2022 年度） 

令和５年度 
（2023 年度） 

利用者数（人） 1 2 3 

利用日数（日） 24 48 72 

【今後の対応】 

サービス提供体制の整備が不十分なため、利用が進んでいません。既存のサービス 

提供事業者の事業拡充や新規事業者の参入を促し、サービス提供体制の整備に努めます。 

また、障害児支援の多様化するニーズに対して、引き続きニーズや現状の把握に  

努めるとともに、きめ細やかな対応に努めます。 
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オ 居宅訪問型児童発達支援  

重度の障害により、児童発達支援等の通所支援を受けることができない障害児に対し、

居宅を訪問して発達支援を提供するサービスです。 

【利用実績】 

 平成 30 年度 
（2018 年度） 

令和元年度 
（2019 年度） 

令和２年度 
（2020 年度） 

利用者数（人） 
見込量 1 2 3 

利用実績 0 0 0 

利用実績はありませんでした。 

【サービス基盤の現状】 

市内には事業所がありません。また、県内の事業所の整備も数か所にとどまっており、

サービス提供体制が整っていません。 

【見込量】 

 令和３年度 
（2021 年度） 

令和４年度 
（2022 年度） 

令和５年度 
（2023 年度） 

利用者数（人） 1 2 3 

利用日数（日） 96 192 288 

【今後の対応】 

児童発達支援事業所等へ通所することができない重度の障害児について、実態を  

調査し、ニーズの把握に努めるとともに、サービス提供体制の整備に努めます。 
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カ 短期入所（福祉型・医療型） 

① 福祉型  障害児に必要とされる支援の度合いに応じて、厚生労働大臣が定める区分

における区分１以上に該当する障害児の家族等が、仕事や病気などの理由で

介護できない場合に、短期間、障害児を施設において、24 時間体制で介護

するサービスです。 

② 医療型  療養介護を要する障害児及び重症心身障害児の家族等が、仕事や病気など

の理由で介護できない場合に、短期間、障害児を施設において、24 時間体

制で介護するサービスです。 

【利用実績】 

 平成 30 年度 
（2018 年度） 

令和元年度 
（2019 年度） 

令和２年度 
（2020 年度） 

福祉型 

利用者数（人） 
見込量 1 2 3 

利用実績 8 7 6 

利用日数（日） 
見込量 84 168 252 

利用実績 70 65 60 

医療型 

利用者数（人） 
見込量 1 2 3 

利用実績 2 1 1 

利用日数（日） 
見込量 84 168 252 

利用実績 60 4 4 

福祉型は、利用者数は見込量を上回っており、利用日数は見込量を下回っています。 

医療型は、利用者数、利用日数ともに見込量を下回っています。 

福祉型、医療型ともに、利用者数、利用人数が減少傾向にあります。 

【サービス基盤の現状】 

前計画期間中に、新たに１事業所(福祉型) が指定を受け、サービス提供体制が拡充

されました。 

一方、医療型については、市内に事業所がなく、市外の事業所に依存している状況で

すが、常に満床で受入れが難しい状況となっており、必要量を提供できる体制が整って

いません。 

① 福祉型 【市内】２事業所 【市外】３事業所 

② 医療型  【市内】未整備  【市外】１事業所 

【見込量】 

 令和３年度 
（2021 年度） 

令和４年度 
（2022 年度） 

令和５年度 
（2023 年度） 

福祉型 
利用者数（人） 7 7 7 

利用日数（日） 65 65 65 

医療型 
利用者数（人） 1 1 1 

利用日数（日） 23 23 23 

【今後の対応】 

サービス提供体制の整備が進んでおらず、利用が少ない状況です。既存のサービス 

提供事業者の事業拡大や新規事業者の参入により、サービス提供体制の整備を促進する

とともに、引き続きニーズの把握に努めます。 
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キ 障害児相談支援  

障害福祉サービスを利用する全ての児童に対し、サービス等利用計画の作成及び  

見直し、モニタリングなどを実施し、各種サービス提供事業者等との連絡調整を行う 

事業です。 

【利用実績】 

 平成 30 年度 
（2018 年度） 

令和元年度 
（2019 年度） 

令和２年度 
（2020 年度） 

利用者数（人） 
見込量 402 442 486 

利用実績 351 376 422 

利用者数は見込量を下回っていますが、大幅に増加しています。 

【サービス基盤の現状】 

前計画期間中に、新たに３事業所が指定を受けましたが、相対的な相談支援専門員の

数は増えておらず、必要量を提供できる体制は整っていません。 

【市内】９事業所 

【市外】５事業所 ※日立市からの利用実績がある事業所 

【見込量】 

 令和３年度 
（2021 年度） 

令和４年度 
（2022 年度） 

令和５年度 
（2023 年度） 

利用者数（人） 474 532 597 

【今後の対応】 

利用者数が大幅に増加している状況を踏まえ、今後の需要の伸びに対応するため、 

既存のサービス提供事業者の事業拡大や新規事業者の参入により、サービスの提供体制

の整備を促進します。 

また、障害児支援のニーズの多様化に伴い、きめ細かな対応が求められていること 

から、より質の高いサービスの利用へとつながるよう、相談支援体制の充実を図ります。 
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２ 地域生活支援事業 
(1) 理解促進研修・啓発事業 

障害者が感じる「社会的障壁」を除去するため、障害者団体や事業所、地域住民など

を対象に、障害者の理解促進を目的とした各種研修や啓発事業を実施し、「共生社会の 

実現」を目指します。 

【今後の対応】 

有識者による講演会やふれあい運動会など、障害の有無にかかわらず、気軽に参加で

きる機会を設け、多くの市民が障害者と触れ合い、障害者に対する理解を深めるよう 

取り組みます。 

また、行政機関として「社会的障壁」を除去するため、「必要かつ合理的な配慮」を

推進するとともに、共生社会の実現に向け、「障害者週間」等における街頭活動、    

さらに、市報やホームページへの掲載及び分かりやすく親しみやすいパンフレット等を

作成し、積極的に理解・啓発に向けた広報活動を実施します。 

 

 

(2) 相談支援事業 

ア 障害者相談支援事業  

障害者やその家族等の総合的な相談窓口として、必要な情報提供や助言、関係機関と

の連絡調整などを行い、自立した社会生活や日常生活が営めるよう支援します。希望に

より自宅を訪問しての相談にも対応します。 

 

 

イ 基幹相談支援センター等機能強化事業  

国の基本指針では、総合的・専門的な相談支援、地域の相談支援体制の強化のための

取組を求めています。 

本市では、相談支援体制の強化並びに相談支援の質の向上を図るため、令和元年７月

に「日立市障害者基幹相談支援センター」を設置しました。地域の相談支援の中核   

として、総合的・専門的な相談支援の実施、地域の相談機関との連携強化などの取組を

行っていきます。 
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(3) 成年後見制度利用支援事業 

ア 市長申立て  

知的障害者又は精神障害者で、本人に身寄りがない場合など、家族等による後見等の

開始の審判請求が期待できない方については、市長が申立てを行うことができます。 

【利用実績】 

 平成 30 年度 
（2018 年度） 

令和元年度 
（2019 年度） 

令和２年度 
（2020 年度） 

申立て件数 1 1 1 

【見込量】 

 令和３年度 
（2021 年度） 

令和４年度 
（2022 年度） 

令和５年度 
（2023 年度） 

申立て件数 2 2 2 

 

 

イ 報酬等の助成 

成年後見制度の利用が必要と認められる知的障害者又は精神障害者で、助成を受けな

ければ成年後見制度の利用が困難であると認められる場合、申立てに要する経費及び 

後見人等の報酬の全部又は一部を助成する事業です。 

【利用実績】 

 平成 30 年度 
（2018 年度） 

令和元年度 
（2019 年度） 

令和２年度 
（2020 年度） 

利用者数（人） 
見込量 1 2 3 

利用実績 0 1 2 

【見込量】 

 令和３年度 
（2021 年度） 

令和４年度 
（2022 年度） 

令和５年度 
（2023 年度） 

利用者数（人） 2 3 4 

【今後の対応】 

家族の死亡などに伴い、単身の障害者の日常生活を支援する必要性や将来の生活への

不安などから、財産管理を始め生活支援を行う成年後見制度への関心が高まってきて 

います。 

障害により判断力が不十分になり、後見が必要になった方の権利を守るため、制度の

周知及び理解と利用促進を図ります。 
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(4) 成年後見制度法人後見支援事業 

成年後見業務を適正に行うことができる法人を確保するとともに、市民後見人の活用

も含めた法人後見の活動を支援し、障害者の権利擁護を図ることを目的とする事業です。 

【利用実績】 

 平成 30 年度 
（2018 年度） 

令和元年度 
（2019 年度） 

令和２年度 
（2020 年度） 

利用者数（人） 
見込量 1 2 3 

利用実績 0 0 0 

【見込量】 

 令和３年度 
（2021 年度） 

令和４年度 
（2022 年度） 

令和５年度 
（2023 年度） 

利用者数（人） 1 2 3 

【今後の対応】 

社会福祉法人やＮＰＯ法人等の行う法人後見事業について、その活動を支援します。 

 

 

(5) 意思疎通支援事業 

手話通訳者及び要約筆記者の派遣や市役所（障害福祉課）窓口に手話通訳者を設置し、

聴覚障害者の意思疎通の円滑化を図る事業です。 

【利用実績】 

 平成 30 年度 
（2018 年度） 

令和元年度 
（2019 年度） 

令和２年度 
（2020 年度） 

利用者数（人） 
見込量 241 242 243 

利用実績 215 263 264 

【見込量】 

 令和３年度 
（2021 年度） 

令和４年度 
（2022 年度） 

令和５年度 
（2023 年度） 

利用者数（人） 233 238 243 

【今後の対応】 

聴覚障害者の円滑なコミュニケーションを支援するため、手話通訳者及び要約筆記者

の派遣や市役所（障害福祉課）窓口に手話通訳者の設置を継続するほか、会議等に   

おける手話通訳者の配置を推進します。 
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(6) 日常生活用具給付事業 

障害者が、安全かつ容易に使用でき、実用性のある福祉用具を給付することで、   

障害者の日常生活の便宜を図ることを目的とした事業です。 

【利用実績】 

 平成 30 年度 
（2018 年度） 

令和元年度 
（2019 年度） 

令和２年度 
（2020 年度） 

給付 

件数 

（件）

介護・訓練支援用具 
見込量 9 10 11 

利用実績 18 7 8 

自立生活支援用具 
見込量 34 38 42 

利用実績 28 21 23 

在宅療養等支援用具 
見込量 24 25 26 

利用実績 33 14 15 

情報・意思疎通支援 
用具 

見込量 36 36 36 

利用実績 57 45 45 

排泄管理支援用具 
見込量 4,816 4,922 5,030 

利用実績 5,067 5,134 5,248 

居宅生活動作補助用具 
見込量 9 11 13 

利用実績 6 7 9 

計 
見込量 4,928 5,042 5,158 

利用実績 5,209 5,228 5,348 

【見込量】 

 令和３年度 
（2021 年度） 

令和４年度 
（2022 年度） 

令和５年度 
（2023 年度） 

給付件数

（件） 

介護・訓練支援用具 12 15 18 

自立生活支援用具 22 25 28 

在宅療養等支援用具 23 28 33 

情報・意思疎通支援用具 47 50 53 

排泄管理支援用具 5,617 5,815 6,020 

居宅生活動作補助用具 11 12 13 

計 5,732 5,945 6,165 

【今後の対応】 

日常生活に必要な用具の種類や基準額及び給付対象者等について、利用する方の  

ニーズを把握し、実情に即した適切な種目や基準額等となるよう必要に応じて見直しを

行います。 
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(7) 手話奉仕員養成研修事業 

聴覚障害者のコミュニケーションを支援し、地域での円滑な交流が図れるよう、   

初心者向けの手話技術の習得を目的とした手話奉仕員養成研修事業です。 

【利用実績】 

 平成 30 年度 
（2018 年度） 

令和元年度 
（2019 年度） 

令和２年度 
（2020 年度） 

利用者数（人） 
見込量 24 25 26 

利用実績 32 26 15 

【見込量】 

 令和３年度 
（2021 年度） 

令和４年度 
（2022 年度） 

令和５年度 
（2023 年度） 

利用者数（人） 27 27 27 

【今後の対応】 

身近な地域でより多くの手話奉仕員が活動できるよう、手話奉仕員養成研修事業を 

実施し、奉仕員の十分な人数の確保に努めます。また、日立市聴覚障害者協会及び   

日立市社会福祉協議会等と連携し、手話奉仕員の活動の場の拡大に努めます。 

 

 

(8) 移動支援事業 

心身の状況により屋外での移動が困難な障害者が、社会生活上不可欠な外出や社会 

参加等をする際に、移動支援員を派遣するサービスです。 

【利用実績】 

 平成 30 年度 
（2018 年度） 

令和元年度 
（2019 年度） 

令和２年度 
（2020 年度） 

利用者数（人） 
見込量 84 86 88 

利用実績 67 53 54 

利用時間（時間） 
見込量 1,815 2,065 2,315 

利用実績 3,303 2,457 2,795 

【見込量】 

 令和３年度 
（2021 年度） 

令和４年度 
（2022 年度） 

令和５年度 
（2023 年度） 

利用者数（人） 54 54 54 

利用時間（時間） 1,419 1,419 1,419 

【今後の対応】 

グループ支援型、車両移送型の移動支援が可能な事業者の参入を促進します。 

また、通学・通所等の利用や目的地での活動見守り等についてなど、移動支援の   

サービスの利用範囲の見直しについて検討を行います。 
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(9) 地域活動支援センター事業 

障害者に対し、創作活動や生産活動の場を提供したり、地域との交流活動を行うこと

を目的とした事業です。 

機能訓練及び社会適応訓練等の日中活動や、障害者への情報提供や助言を行うなどの

相談支援も行います。 

 ① ゆうあい 

主に身体障害者デイサービス事業として、身体障害者に創作的活動等の機会を提供

する日中活動支援や、障害者の相談に応じ、必要な援助を行う相談支援を行って   

います。 

 ② ライトハウス 

主に精神障害者デイサービス事業として、精神障害者の創作的活動等の機会を提供

する日中活動支援や、精神保健福祉士等の専門職員が障害者の相談に応じ、医療、  

福祉及び障害福祉サービス提供事業者等との調整を行う相談支援を行っています。 

【利用実績】 

 平成 30 年度 
（2018 年度） 

令和元年度 
（2019 年度） 

令和２年度 
（2020 年度） 

日中活動 

利用者数（人） 

見込量 2,704 2,639 2,575 

利用実績 2,622 2,532 2,532 

相談支援 

利用者数（人） 

見込量 5,082 5,763 6,535 

利用実績 3,712 4,321 5,030 

【見込量】 

 令和３年度 
（2021 年度） 

令和４年度 
（2022 年度） 

令和５年度 
（2023 年度） 

日中活動 利用者数（人） 2,434 2,387 2,340 

相談支援 利用者数（人） 4,875 5,353 5,878 

【今後の対応】 

自宅で過ごしている障害者の日中活動及び社会参加の機会となるよう、事業の情報を

提供し、利用促進を図ります。また、各地域活動支援センターの事業内容の充実と質の

向上を図るとともに、引き続きニーズに応じたサービスの提供を促進します。 
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(10) 日中一時支援事業 

障害者の日中活動などの居場所を確保することにより、一時的に、介護者の就労支援

や介護負担の軽減を図ることを目的とした事業です。 

【利用実績】 

 平成 30 年度 
（2018 年度） 

令和元年度 
（2019 年度） 

令和２年度 
（2020 年度） 

利用日数（日） 
見込量 6,687 7,433 7,942 

利用実績 10,431 15,913 17,406 

【見込量】 

 令和３年度 
（2021 年度） 

令和４年度 
（2022 年度） 

令和５年度 
（2023 年度） 

利用日数（日） 20,220 20,826 21,450 

【今後の対応】 

障害者を取り巻く社会環境の変化、障害者やその保護者のニーズの多様化など、必要

に応じて運用方法の見直しを検討します。 

 

 

(11) 訪問入浴サービス事業 

身体障害や難病等により、本人及び家族支援等による入浴が困難な障害者等の自宅に

入浴車で訪問し、入浴サービスを提供する事業です。 

【利用実績】 

 平成 30 年度 
（2018 年度） 

令和元年度 
（2019 年度） 

令和２年度 
（2020 年度） 

利用者数（人） 
見込量 23 24 25 

利用実績 22 21 22 

【見込量】 

 令和３年度 
（2021 年度） 

令和４年度 
（2022 年度） 

令和５年度 
（2023 年度） 

利用者数（人） 21 21 21 

【今後の対応】 

利用回数の見直しなど、利用者の希望に合わせた見直しを検討します。 
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(12) 巡回支援専門員整備事業（令和２年度開始） 

発達障害等に関する知識を有する専門員が、保育園等の子どもやその親が集まる施設

への巡回支援を実施し、施設等の支援を担当する職員や障害児等の保護者に対し、障害

の早期発見・早期対応のための助言、その他必要な支援を行います。 

【利用実績】 

 令和２年度 
（2020 年度） 

訪問回数（回） 26 

【見込量】 

 令和３年度 
（2021 年度） 

令和４年度 
（2022 年度） 

令和５年度 
（2023 年度） 

訪問回数（回） 45 45 45 

【今後の対応】 

新規に開始した事業であるため、事業の振り返りを行い、専門員を派遣する対象  

保育園等の選定方法や支援方法についての検討を行い、支援体制を充実します。 

 

 

(13) スポーツ・レクリエーション教室開催等事業 

障害者の健康維持、交流拡大、余暇活動の充実等を図る目的で実施します。あわせて、

障害者への理解のため、障害のある方とない方が一緒に楽しむことができるユニバーサ

ルスポーツの普及啓発を推進します。 

【開催実績】 

 平成 30 年度 
（2018 年度） 

令和元年度 
（2019 年度） 

令和２年度 
（2020 年度） 

実施回数（回） 
見込量 1 1 1 

利用実績 1 1 1 

参加者数（人） 
見込量 55 60 65 

利用実績 60 62 64 

【見込量】 

 令和３年度 
（2021 年度） 

令和４年度 
（2022 年度） 

令和５年度 
（2023 年度） 

回数（回） 1 1 1 

利用者数（人） 66 68 70 

【今後の対応】 

障害者スポーツ関係団体等との連携・協力により、「スポーツ・レクリエーション  

教室」などを開催し、障害者に対する理解や交流を深めます。 

また、障害のある方とない方が一緒に楽しむことができるユニバーサルスポーツの 

普及・啓発に努めます。 
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(14) 障害者運転免許取得費助成事業 

障害者に自動車運転免許の取得に要する費用の一部を助成し、障害者の就労等社会 

活動への参加を促進する事業です。 

【利用実績】 

 平成 30 年度 
（2018 年度） 

令和元年度 
（2019 年度） 

令和２年度 
（2020 年度） 

利用者数（人） 
見込量 5 5 5 

利用実績 4 8 1 

【見込量】 

 令和３年度 
（2021 年度） 

令和４年度 
（2022 年度） 

令和５年度 
（2023 年度） 

利用者数（人） 5 5 5 

【今後の対応】 

障害者の通勤、外出等のための移動手段として、障害者の社会活動等への参加促進の

ために有効であるため、今後も、市ホームページ等で周知を行い、制度の利用促進に  

努めます。 

 

 

(15) 身体障害者用自動車改造費助成事業 

自ら自動車を運転する身体障害者が、就労等社会活動への参加を目的に、ハンドル、

ブレーキ、アクセル等を改造する費用の一部を助成する事業です。 

【利用実績】 

 平成 30 年度 
（2018 年度） 

令和元年度 
（2019 年度） 

令和２年度 
（2020 年度） 

利用者数（人） 
見込量 5 5 5 

利用実績 3 3 5 

【見込量】 

 令和３年度 
（2021 年度） 

令和４年度 
（2022 年度） 

令和５年度 
（2023 年度） 

利用者数（人） 5 5 5 

【今後の対応】 

市ホームページ等で周知を行い、制度の利用促進に努めます。 
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(16) 点字・声の市報発行事業 

視覚での情報入手が困難な障害者に対して、市報に掲載された生活情報や障害福祉 

情報などを点訳、音訳等のわかりやすい方法により、定期的に提供する事業です。 

【利用実績】 

 平成 30 年度 
（2018 年度） 

令和元年度 
（2019 年度） 

令和２年度 
（2020 年度） 

点字市報 

利用者数（人） 

見込量 17 17 17 

利用実績 12 12 12 

声の市報 

利用者数（人） 

見込量 30 30 30 

利用実績 23 20 23 

【見込量】 

 令和３年度 
（2021 年度） 

令和４年度 
（2022 年度） 

令和５年度 
（2023 年度） 

点字市報 利用者数（人） 12 13 14 

声の市報 利用者数（人） 23 24 25 

【今後の対応】 

市報や市ホームページ、障害者福祉ガイドブックなどの、視覚障害者の日常生活に 

必要な情報を点訳・音訳により提供します。 

 

 

(17) 障害児児童クラブ運営事業 

日立特別支援学校等に就学している障害児の放課後や長期休業中の活動の場を確保 

するとともに、保護者の就労支援、介護負担の軽減を図る事業です。 

【利用実績】 

 平成 30 年度 
（2018 年度） 

令和元年度 
（2019 年度） 

令和２年度 
（2020 年度） 

利用者数（人） 
見込量 22 18 16 

利用実績 18 17 19 

【見込量】 

 令和３年度 
（2021 年度） 

令和４年度 
（2022 年度） 

令和５年度 
（2023 年度） 

利用者数（人） 20 20 20 

【今後の対応】 

障害児やその保護者の多様なニーズに沿って、サービス内容の充実や質の向上を図り

ます。 
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３ その他の取組  
国の指針に基づき、次の項目についても、日立市障害者自立支援協議会等において協議・

検討を進めます。 

(１) 精神障害者にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

精神障害者が、地域の一員として安心して自分らしく暮らせるよう、精神障害者にも

対応した地域包括ケアシステムの構築を進めます。 

茨城県の調査によれば、本市に所在する精神科医療機関に１年以上入院している患者

数は、平成２９年は３２２人、平成３０年は３１５人と、わずかながら減少傾向にあり

ます。今後は、保健・医療・福祉関係者が連携及び情報共有する場を設け、長期入院患

者の地域移行を推進します。 

内容 

 保健・医療・福祉関係者による協議体制の構築 

保健・医療・福祉関係者による協議の場における目標設定及び評価の実施  

精神障害者の地域移行支援・地域定着支援・共同生活援助・自立生活援助の利用促進

 

(２) 障害児支援の提供体制の整備 

障害児のライフステージに沿った関係機関の連携による、切れ目のない一貫した支援

の提供体制の構築、医療的ケア児が保健・医療・障害福祉・保育・教育等の支援を円滑

に受けられるようにするなど、包括的な支援体制を構築します。 

内容 

 児童発達支援センターの設置（１か所以上） 

児童発達支援センターによる、保育所等訪問支援体制の構築 

主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス 

事業所の確保（１か所以上） 

医療的ケア児支援のための関係機関の協議体制の構築及びコーディネーターの配置 

 

(３) 障害福祉サービスの質を向上させるための取組 

県が主催する障害福祉サービスに係る研修への参加や、県が実施する指定障害福祉サ

ービス事業所等に対する指導監査に同行する等により、障害福祉サービス等の質を向上

させるための取組を実施する体制の構築を図ります。 

内容 

 障害福祉サービス等に係る各種研修の活用 

障害者自立支援審査支払等システムによる審査結果の共有 

指導監査結果の県と市の共有 
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第６章 本市が運営する施設の今後の在り方 
本市が運営する施設（指定障害福祉サービス事業所）は、令和２年度現在１３か所あり、

内訳としては、市の直営施設１か所、指定管理施設１１か所、業務委託施設１か所です。 

前計画期間中の平成３１年４月に「ひまわり学園」、「しいの木学園」、「母子療育ホーム」、

「太陽の家」が、複合施設として建設した「鳩が丘さくら福祉センター」に移転し、同時

に「母子療育ホーム」を指定管理者による運営へと移行しました。また、令和２年４月に

は「日立市障害者共同生活援助施設」（グループホーム）を開設しました。 

今後は、障害者のニーズに合わせた適正なサービスの提供や地域の障害者に関する相談

支援、施設入所者の地域移行への支援、地域との交流の機会の確保など、施設の特性を活

かしていけるよう機能の強化を図ります。 

市内で唯一の障害者支援施設である「大みかけやき荘」については、昭和５７年の開設

後、３８年が経過し、建物の経年劣化が進行していることに加え、入所者の高齢化や障害

の重度化の進行も重なり、適切なサービスの提供や利用者の多様なニーズに応えることが

困難な状況になることが想定されるため、令和１０年度頃の供用開始を目途に、再整備に

ついて検討します。 

「桐木田・大みか・滑川・十王」の各福祉作業所については、近年、施設の定員に対する

利用者の利用率が５０％に満たない作業所もあるため、指定管理者が有するノウハウの活

用を図りながら利用促進を図るとともに、民間施設の動向や利用者ニーズを踏まえ、送迎

サービスの実施や適正な定員数の見直し等について協議、検討を進めます。 

  

【鳩が丘さくら福祉センター】 
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本市が運営する障害者施設 

 
                                                  令和２年４月１日現在  

 ※ 短期入所は令和元年度平均利用者数  

 

 

 

 

 

№ 施設名 提供サービス等 運営方法 
定員

(人) 

利用者数 

(人) 

１ 大みかけやき荘 

施設入所支援 

生活介護 

指定管理 

50 47 

短期入所(併設型) ３ 15 

２ ひまわり学園 

鳩が丘さくら 

福祉センター 

生活介護 30 29 

３ しいの木学園 就労継続支援Ｂ型 30 19 

４ 母子療育ホーム 
児童発達支援 

放課後等デイサービス 
40 24 

５ 太陽の家 生活介護 20 20 

６ 日立市障害者共同生活援助施設 
共同生活援助 

短期入所(空床型)  
10 

※令和 

2 年度 

開設 

７ 桐木田福祉作業所 
就労移行支援 6 0 

就労継続支援Ｂ型 30 14 

８ 大みか福祉作業所 就労継続支援Ｂ型 25 16 

９ 滑川福祉作業所 就労継続支援Ｂ型 30 14 

10 十王福祉作業所 就労継続支援Ｂ型 20 7 

11 けやきホーム 共同生活援助 業務委託 4 4 

12 子どもセンターさくらんぼ 児童発達支援 市直営 76 36 

13 かねはた短期入所施設 短期入所(空床型) 指定管理 20 1 



 

 

資料編 
１ 日立市障害者自立支援協議会委員名簿 
全体会 

№ 氏 名 所属等 備考 

1 木村 統 ＮＰＯ法人ワークスたんぽぽを支える会 会長 

2 磯部 恵美 日立市肢体不自由児者父母の会 副会長 

3 氏家 義三 日立市視覚障害者協会   

4 軽部 剛 日立市聴覚障害者協会   

5 渡邊 千代子 日立市手をつなぐ親の会   

6 藤枝 利彰 日立重症心身障害児（者）を守る会   

7 弓野 孝子 ハートねっと日立市民の会   

8 有賀 絵理 市民委員   

9 森 真由美 ＮＰＯ法人スペース空   

10 滑川 宏 日立市大みかけやき荘   

11 菊地 祐二 ＮＰＯ法人日立太陽の家   

12 山本 忠 社会福祉法人ひたち育成会   

13 助川 �洋 社会福祉法人愛正会 複合福祉施設一想園   

14 井澤 智子 茨城県日立保健所   

15 菊地 正広 一般社団法人茨城県日立市医師会   

16 友部 香 医療法人圭愛会 日立梅ヶ丘病院   

17 小泉 功 日立市立日立特別支援学校   

18 鶴田 信行 日立公共職業安定所   

19 渡部 良則 日和サービス㈱環境事業本部エコサポート部   

20 上野 郁夫 日立市連合民生委員児童委員協議会   

21 豊田 達哉 社会福祉法人日立市社会福祉協議会   

22 望月 珠美 茨城キリスト教大学   

23 小松 正光 茨城県日立児童相談所   

24 山本 廣子 障害者就業・生活支援センターまゆみ   

25 冨田 宏美 地域活動支援センターライトハウス   

26 鈴木 さつき 日立市保健福祉部長   

 



 

 

計画部会 

  氏 名 所 属 備 考 

1 有賀 絵理 市民委員 部会長 

2 永井 立雄 日立市手をつなぐ親の会 副部会長 

3 稲田 真由美 日立市視覚障害者協会   

4 宮下 和友 日立市聴覚障害者協会   

5 磯部 恵美 日立市肢体不自由児者父母の会   

6 佐藤 芳昭 日立重症心身障害児（者）を守る会   

7 佐野 栄子 ハートねっと日立市民の会   

 

 

  



 

 

２ 策定経過 
 

(1) 日立市障害者自立支援協議会 全体会 

  開 催 日 内  容 

第 1 回 令和 2 年 7 月 20 日 計画策定の概要、アンケート調査について 

第 2 回 令和２年 11 月 11 日 アンケート調査結果、計画骨子案について 

第 3 回 令和３年 ２月26日 
パブリックコメントの実施結果、計画の名称、

計画案について 

 

 

(2) 日立市障害者自立支援協議会計画部会 

  開 催 日 内  容 

第 1 回 令和２年 ７月  ８日 計画策定の概要、アンケート調査について 

第 2 回 令和２年 ８月 25 日 現計画の評価、アンケート調査内容について 

第 3 回 令和２年 10 月 28 日 アンケート調査結果、計画骨子案について 

第４回 令和３年  ２月 ８日 
パブリックコメントの実施結果、計画の名称、

計画案について 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新元気ひたち障害者プラン 

令和３年３月 
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【表紙の壁画】 

「エコ平板」とは、建設現場などから廃材と

して出る石やレンガ、瓦などを細かく砕いて 

コンクリート平板に貼ったモザイク平板です。 

鳩が丘さくら福祉センター（助川町）の壁画

の材料の一部は、就労継続支援Ｂ型事業所 

「一想園」（田尻町）で製作されたものです。 


